
平成２６年度第４回 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 

日 時 平成２７年２月２３日（月） 

１３時３０分から 

場 所 本庄市役所 職員厚生室 

会  議  次  第 

１ 開  会 

２ あいさつ 

３ 意見交換 

(１)公共施設再配置計画（案）の一部修正について 

(２)パブリックコメント結果について 

４ その他 

５ 閉  会 

＜資料＞ 

資料１：本庄市公共施設再配置計画（案）

資料２：公共施設再配置計画の主な修正箇所 

資料３：「本庄市公共施設再配置計画」(案)に対する意見と市の考え方 

参考資料１：平成２７年度の取組とインフラの現状について 



本本庄庄市市公公共共施施設設再再配配置置計計画画

（（案案））

（注意）同資料は計画策定プロセスに

おいての検討資料です。 

平平 成成 年年 月月

本本 庄庄 市市

資料１





【目  次】 

第 1章 計画の位置づけ等 .......................................................... 1

1. 公共施設再配置計画の全体構成 .................................................. 1

2. 目標年次（計画期間の取扱） .................................................... 2

3. 対象施設 ...................................................................... 3

(1) 対象施設 .................................................................... 3

(2) 施設の立地及び交通アクセス状況 .............................................. 5

4. 計画の背景（本庄市の概況） .................................................... 7

(1) 人口の概況 .................................................................. 7

(2) 財政の状況 .................................................................. 9

(3) 公共施設等の概況 ........................................................... 10

(4) 市民ニーズの概況 ........................................................... 14

第 2章 基本方針・基本原則・取組方針 ............................................. 18

1. 基本方針 ..................................................................... 18

2. 基本原則 ..................................................................... 19

3. 取組方針 ..................................................................... 20

第 3章 施設種別方針 ............................................................. 23

1. 施設種別方針 ................................................................. 23

(1) 公民館 ..................................................................... 26

(2) 市民活動施設 ............................................................... 28

(3) 文化施設 ................................................................... 30

(4) スポーツ施設 ............................................................... 32

(5) 産業振興施設 ............................................................... 34

(6) 図書館 ..................................................................... 36

(7) 資料館等 ................................................................... 38

(8) 学校 ....................................................................... 40

(9) 保健・福祉関連施設 ......................................................... 42

(10) 保育所 .................................................................... 44

(11) 児童施設 .................................................................. 46

(12) 庁舎等 .................................................................... 48

(13) 防災施設 .................................................................. 50

(14) 市営住宅 .................................................................. 52

(15) その他施設 ................................................................ 54

2. 低・未利用地の活用方針 ....................................................... 56

(1) 低・未利用地について ....................................................... 56



(2) 保有状況 ................................................................... 56

(3) 低・未利用地の活用方針 ..................................................... 57

第 4章 計画の推進に向けて ....................................................... 58

1. 推進行程（ロードマップ）・進捗管理 ............................................ 58

2. 計画の推進体制 ............................................................... 60

参考資料 ........................................................................... 61

[参考資料１] 用語説明 .......................................................... 61

[参考資料２] 施設総量の削減率を設定する上での考え方について .................... 63

[参考資料３] 市民ワークショップについて ........................................ 67

[参考資料４] 平成２６年度 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 .............. 70

[参考資料５] 本庄市公共施設再配置計画検討委員会 ................................ 72



1 

第1章 計画の位置づけ等

1. 公共施設再配置計画の全体構成

「本庄市公共施設再配置計画」（以下、「本計画」と記載）は、平成 25 年度に作成した「本

庄市公共施設マネジメント白書（平成 26 年３月、本庄市）」（以下、「公共施設マネジメント

白書」と記載）における実態把握、課題分析結果を基礎資料として、財政負担の縮減と施設

サービスの向上に向けた施設の更新・機能見直しや維持管理・運営の効率化などのあり方を

検討し、施設面での横断的な計画として策定します。また、本計画は、市の上位計画である

本庄市総合振興計画後期基本計画を踏まえた計画とします。 

本計画の構成として、施設に関する全体的な方針として定める「基本方針」、基本方針を踏

まえて財政負担の縮減や施設全体の最適化に向けた全体目標として定める「基本原則」、基本

原則の達成に向けた施設全体での取組の方針を定める「取組方針」、及び各施設種別の独自の

方針を定める「施設種別方針」で構成します。また、本計画を推進するための体制や今後の

推進行程（ロードマップ）についても掲げるものとします。 
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【本庄市公共施設再配置計画の位置づけ・全体構成】

2. 目標年次（計画期間の取扱）

本計画の目標年次（計画期間の取扱）は、今後多くの施設が更新（建替）の時期を迎える

ことや、公共施設マネジメント白書における公共施設の将来的な更新・維持管理・運営に係

る今後 30 年間のコストの概算結果（平成 25～54 年度）を踏まえ、中長期的な計画として概

ね 30年間を見据えたものとします。 

なお、本計画は、今後の社会情勢や財政状況などを見据えながら概ね５年ごとに見直しを

行うものとします。 

上位計画（本庄市総合振興計画後期基本計画） 

【公共施設 

マネジメント白書】 

 市の概況・特性の整

理 

 公共施設の実態把

握・分析 

（全体・施設種別・

地域別） 

 公共施設に係る課

題・方向性の提示 

【公共施設再配置計画】 

＜基本方針＞ 

 公共施設再配置計画の基本的

な考え方 

＜施設種別方針＞ 

 施設種別の方針の掲示 

※15 の施設種別ごとの施設・サービスの再配置方針 

 低・未利用地の活用方針 

＜計画の推進に向けて＞ 

 公共施設再配置計画の推進行程・進捗管理 

 公共施設再配置計画の推進体制 

公共施設再配置計画に基づいた個別事業や施策の実施 
（施設の統廃合、維持管理・運営の効率化、長寿命化等） 

＜基本原則＞ 

・全体目標の設定 

＜取組方針＞ 

 基本方針を推進し基本原則の達成に向けた公共施設全体

の取組 
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3. 対象施設
(1)対象施設

対象施設は、公共施設マネジメント白書と同様に、主に市が建設した建築物の 116 施設を

対象とします。 

【公共施設再配置計画の対象施設】 

【施設種別】
施設
番号

対象施設 所在地 竣工年月
延床面

積（㎡）
備考

1-1 中央公民館 本庄市北堀１４２２ 昭和50年10月 1,860

1-2 児玉中央公民館 本庄市児玉町金屋７２８－２ 平成7年10月 1,110 複合施設（1-2、3-2、6-2）

1-3 本庄公民館 本庄市東台５－２－３３ 昭和57年3月 368

1-4 本庄東公民館 本庄市日の出２－８－２８ 平成2年3月 450

1-5 本庄西公民館 本庄市小島１－１０－４ 昭和63年3月 419

1-6 本庄南公民館 本庄市今井３７７－２ 平成元年3月 508

1-7 藤田公民館 本庄市牧西１２１０－３ 昭和57年7月 399

1-8 仁手公民館 本庄市仁手６６５－１ 昭和56年3月 369

1-9 旭公民館 本庄市都島２３８－１ 昭和55年3月 383

1-10 北泉公民館 本庄市早稲田の杜５－１２－２９ 昭和54年8月 379

1-11 児玉公民館 本庄市児玉町児玉２５１０－１ 昭和39年2月 569 複合施設（1-11、7-7）

1-12 共和公民館 本庄市児玉町蛭川９１５－５ 昭和54年3月 402

1-13 児玉公民館別館 本庄市児玉町児玉１３５２－１ 昭和46年3月 327 複合施設（1-13、7-8）

7,543

2-1 コミュニティセンター 本庄市駅南１－１３－１２ 昭和55年3月 1,081

2-2 勤労青少年ホーム 本庄市小島南１－８－２ 昭和45年3月 624

2-3 いまい台交流センター 本庄市いまい台２－４３ 平成12年8月 653

2-4 あさひ多目的研修センター 本庄市沼和田１００５ 昭和60年3月 350

2,708

3-1 市民文化会館 本庄市北堀１４２２－３ 昭和55年11月 5,716

3-2 児玉文化会館（セルディ） 本庄市児玉町金屋７２８－２ 平成7年10月 3,158 複合施設（1-2、3-2、6-2）

8,874

4-1 市民体育館 本庄市小島南１－８－３ 昭和54年3月 2,452

4-2 若泉運動公園弓道場 本庄市小島６－１１－１４ 昭和56年3月 256

4-3 若泉運動公園武道館 本庄市小島６－１１－１４ 昭和61年3月 1,236

4-4 市民球場 本庄市北堀４３３ 平成6年3月 1,176

4-5 本庄総合公園体育館（シルクドーム） 本庄市北堀４３３ 平成13年12月 7,521

4-6 児玉総合公園体育館（エコーピア） 本庄市児玉町金屋７５３－１ 平成15年4月 4,439

17,080

5-1 観光農業センター 本庄市児玉町小平６５３ 平成3年12月 248

5-2 ふれあいの里いずみ亭 本庄市児玉町河内２０９－１ 平成16年1月 249

5-3 インフォメーションセンター 本庄市駅南２－１－４ 平成7年8月 318 複合施設（5-3、15-3）

815

6-1 図書館 本庄市千代田４－１－９ 昭和56年7月 2,599

6-2 図書館児玉分館 本庄市児玉町金屋７２８－２ 平成7年10月 409 複合施設（1-2、3-2、6-2）

3,008

7-1 歴史民俗資料館 本庄市中央１－２－３ 明治16年10月 368

7-2 競進社模範蚕室 本庄市児玉町児玉２５１４ 明治27年10月 176

7-3 塙保己一記念館 本庄市児玉町八幡山４４６ 昭和43年4月 166

7-4 埋蔵文化財センター 本庄市牧西１１３７－３ 昭和28年5月 414

7-5 旭民具等収蔵庫 本庄市都島９０４－１ 平成元年9月 334

7-6 北泉小学校郷土資料室
本庄市北堀１８７１－１

北泉小学校内一部教室を使用
昭和49年3月 63 複合施設（7-6、8-10）

7-7 児玉郷土資料室
本庄市児玉町児玉２５１０－１

（児玉公民館２階）
昭和39年2月 － 複合施設（1-11、7-7）

7-8 児玉文化財整理室
本庄市児玉町児玉１３５２－１

（児玉公民館別館内）
昭和46年3月 － 複合施設（1-13、7-8）

7-9 太駄文化財収蔵庫 本庄市児玉町太駄３５２ 平成14年4月 116

7-10 本泉文化財収蔵庫 本庄市児玉町河内５６５－８ 昭和54年 429

7-11 蛭川文化財整理室・収蔵庫 本庄市児玉町蛭川９１５－１２ 平成7年 302

7-12 共和文化財倉庫 本庄市児玉町蛭川９１５－５ 昭和59年 95

7-13 下浅見文化財収蔵庫 本庄市児玉町下浅見８６７－１１ 昭和50年 310

2,773

(1)公民館

小計

小計

(2)市民活動
　　施設

(4)スポーツ

　　施設

(3)文化施設

小計

小計

小計

(5)産業振興
　　施設

(6)図書館

小計

(7)資料館等

小計
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【施設種別】
施設
番号

対象施設 所在地 竣工年月
延床面

積（㎡）
備考

8-1 本庄東中学校 本庄市日の出４－２－４５ 昭和38年4月 6,541

8-2 本庄西中学校 本庄市千代田４－３－１ 昭和57年3月 7,858

8-3 本庄南中学校 本庄市緑３－１３－１ 昭和58年3月 10,565

8-4 児玉中学校 本庄市児玉町八幡山４３８ 平成21年7月 9,543

8-5 本庄東小学校 本庄市日の出１－２－１ 昭和60年3月 8,657

8-6 本庄西小学校 本庄市千代田４－３－２ 昭和53年8月 6,992

8-7 藤田小学校 本庄市牧西１１７１ 昭和53年3月 4,271

8-8 仁手小学校 本庄市仁手６１８ 昭和59年3月 3,180

8-9 旭小学校 本庄市都島７８ 昭和46年4月 4,771

8-10 北泉小学校 本庄市北堀１８７１－１ 昭和49年3月 5,201 複合施設（7-6、8-10）

8-11 本庄南小学校 本庄市栄３－６－２４ 昭和50年5月 5,680

8-12 中央小学校 本庄市緑１－１６－１ 昭和54年6月 7,409

8-13 児玉小学校 本庄市児玉町児玉１３５５－１ 昭和49年7月 5,784

8-14 金屋小学校 本庄市児玉町金屋１１１７－１ 昭和61年7月 3,734

8-15 秋平小学校 本庄市児玉町秋山２５３１ 平成4年2月 3,059

8-16 共和小学校 本庄市児玉町蛭川８９５－１ 平成元年3月 4,024

8-17 本泉小学校 本庄市児玉町河内６６０ 昭和59年3月 2,631

99,900

9-1 障害福祉センター 本庄市小島南２－４－９ 昭和39年3月 594

9-2 保健センター 本庄市小島南２－４－１２ 昭和55年3月 1,090

9-3 児玉保健センター 本庄市児玉町児玉３９１ 昭和54年5月 533

9-4 発達教育支援センター「すきっぷ」 本庄市小島５－５－４５ 平成22年3月 159 複合施設（9-4、10-1）

9-5 老人福祉センターつきみ荘 本庄市沼和田１２７－１ 昭和58年5月 1,403

3,779

10-1 いずみ保育所 本庄市小島５－５－４５ 平成22年4月 1,134 複合施設（9-4、10-1）

10-2 藤田保育所 本庄市牧西３０ 昭和49年4月 482

10-3 金屋保育所 本庄市児玉町金屋１１７３ 昭和53年3月 754

10-4 久美塚保育所 本庄市児玉町児玉２３５１－１ 平成10年2月 887

3,257

11-1 前原児童センター 本庄市前原１－４－１３ 昭和55年3月 418

11-2 日の出児童センター 本庄市日の出２－５－５６ 昭和59年3月 515

933

12-1 市役所 本庄市本庄３－５－３ 平成4年8月 11,870

12-2 児玉総合支所第二庁舎 本庄市児玉町児玉３８５ 昭和53年9月 1,297

13,167

13-1 消防団第一分団器具置場 本庄市千代田４－３－２ 昭和49年10月 59

13-2 消防団第二分団器具置場 本庄市本庄１－４－１４ 昭和49年3月 64

13-3 消防団第三分団器具置場 本庄市駅南１－１５－４ 昭和50年10月 59

13-4 消防団第四分団器具置場 本庄市牧西５５７－１ 昭和44年3月 59

13-5 消防団第五分団器具置場 本庄市久々宇１７１ 昭和47年12月 59

13-6 消防団第六分団器具置場 本庄市都島９０４－１ 昭和46年10月 59

13-7 消防団第七分団器具置場 本庄市北堀２０６ 昭和45年8月 59

13-8 消防団第一分団第一部器具置場 本庄市児玉町八幡山１８４－２ 昭和54年2月 35

13-9 消防団第一分団第二部器具置場 本庄市児玉町児玉３２３－２ 昭和54年3月 43

13-10 消防団第一分団第三部器具置場 本庄市児玉町児玉１８８２－１ 平成14年2月 61

13-11 消防団第二分団第一部器具置場 本庄市児玉町金屋８１－２ 昭和56年 63

13-12 消防団第二分団第二部器具置場 本庄市児玉町高柳１７５－４ 平成23年3月 83

13-13 消防団第二分団第三部器具置場 本庄市児玉町飯倉２０８－２ 平成22年3月 83

13-14 消防団第二分団第四部器具置場 本庄市児玉町田端２２９ 平成23年3月 83

13-15 消防団第三分団第一部器具置場 本庄市児玉町太駄３６６－３ 平成23年3月 83

13-16 消防団第三分団第二部器具置場 本庄市児玉町元田３６５－２ 平成21年12月 83

13-17 消防団第四分団第一部器具置場 本庄市児玉町秋山２３２９－５ 平成24年3月 83

13-18 消防団第四分団第二部器具置場 本庄市児玉町小平８８１ 平成23年3月 83

13-19 消防団第五分団第一部器具置場 本庄市児玉町蛭川９１５－５ 平成22年3月 83

13-20 消防団第五分団第二部器具置場 本庄市児玉町上真下７２１－６ 平成24年3月 83

13-21 消防団第五分団第三部器具置場 本庄市児玉町吉田林１０７－２、６　１０９ 平成24年3月 83

13-22 北泉防災倉庫
本庄市北堀１８２４－１、１８２５－１、

１８２５－６の各一部
平成23年2月 14

1,464

(8)学校

小計

(9)保健・福祉
　　関連施設

小計

(11)児童施設
小計

小計

(10)保育所

小計

(12)庁舎等
小計

(13)防災施設
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※本計画における対象施設に係るデータは、公共施設マネジメント白書を基本としています。 

※延床面積は、各施設の主要建物のみでなく、敷地内建物全体の延床面積（建築基準法による）を表記。また、

複合施設は占用部の面積を表記。 

※竣工年月について、複数の棟を有する施設では代表的な棟の中で築年数が一番古い棟の竣工年月を表記。 

※7-7 児玉郷土資料室は、児玉公民館の一部を利用しています。 

※7-8 児玉文化財整理室は、児玉公民館別館内の一部を利用しています。 

(2)施設の立地及び交通アクセス状況

【地域区分について】 

 地域区分は、本庄市都市計画マスタープラン等と同様に市域北側より、４つの地域（本庄

北地域、本庄南地域、児玉北地域、児玉南地域）に区分しています。 

【対象施設の立地状況】 

 本庄駅（ＪＲ高崎線）、児玉駅（ＪＲ八高線）の周辺に主要な施設が集積しています。一方、

区画整理により整備された本庄早稲田駅（ＪＲ上越新幹線）近隣では公共施設（市有建築

物）の新設等は行われていない状況となっています。 

 公民館、学校など、地域サービスを担う施設が各地域に設置されています。 

 地域別には、特に本庄北地域、児玉北地域に多くの施設が設置されています。一方で、児

玉南地域は施設数が著しく少なくなっています。 

【交通機関とのアクセス状況】 

 本庄駅、児玉駅を中心に、文化会館、図書館等の主要な施設が設置されていますが、児玉

文化会館（セルディ）、本庄総合公園体育館（シルクドーム）、児玉総合公園体育館（エコ

ーピア）は、鉄道駅からは比較的離れた位置に設置されています。 

 一部の市民活動施設や保健・福祉関連施設等（あさひ多目的研修センター、いまい台交流

センター、老人福祉センターつきみ荘等）は、鉄道駅から離れた場所に設置されています

が、バス交通（路線バス、デマンド交通、シャトル便）により、概ね交通アクセスが確保

されています。 

【施設種別】
施設

番号
対象施設 所在地 竣工年月

延床面

積（㎡）
備考

14-1 西五十子市営住宅 本庄市西五十子２２１－１ 昭和37年 618

14-2 田中市営住宅 本庄市田中２１６－１ 昭和41年12月 2,542

14-3 四方田市営住宅 本庄市四方田１４－１ 昭和44年 4,749

14-4 泉町市営住宅 本庄市前原１－１１ 昭和59年3月 4,074

14-5 小島第二市営住宅 本庄市小島２－３ 昭和62年4月 3,571

14-6 日の出市営住宅 本庄市日の出２－６ 平成2年3月 823

14-7 小島第一市営住宅 本庄市小島１－６ 平成3年1月 2,596

14-8 東台市営住宅 本庄市東台４－３ 平成6年9月 4,839

14-9 金屋市営住宅 本庄市児玉町金屋９６０－２ 昭和32年 1,052

14-10 本町市営住宅 本庄市児玉町児玉３０３－１ 昭和33年 481

14-11 長浜市営住宅 本庄市児玉町八幡山３５４ 昭和34年 243

14-12 下町市営住宅 本庄市児玉町児玉２４２８ 昭和46年2月 822

14-13 久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４４７－１ 昭和47年3月 1,186

14-14 東久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１５４３－６ 昭和47年 340

14-15 中久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４３５－２ 昭和48年 889

28,825

15-1 新書庫 本庄市銀座1－1－1 昭和56年8月 485

15-2 本庄駅自由通路 本庄市銀座３－６－１９ 昭和62年2月 824

15-3 本庄駅南口自転車駐車場 本庄市駅南２－１－４ 平成7年8月 1,618 複合施設（5-3、15-3）

15-4 旧勤労会館 本庄市小島南１－８－４ 昭和54年 504

15-5 旧本泉保育所 本庄市児玉町元田３７５－４ 平成3年3月 422

15-6 旧本庄商業銀行煉瓦倉庫 本庄市銀座１－５－１６ 明治29年 811

4,664

198,790

(15)その他
　　施設

(14)市営住宅

小計

小計

合計
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4. 計画の背景（本庄市の概況）

本計画の検討に当たって、公共施設マネジメント白書等をもとに、人口、財政、公共施設、

市民ニーズに係る概況を以下に整理します。 

(1)人口の概況

【人口及び世帯数の推移】 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

S43 S48 S53 S58 S63 H5 H10 H15 H20 H25

人口 世帯数

＜人口(人)＞ ＜世帯数（世帯）＞

63,857

15,507

81,178 78,086

31,544

※上記人口は、住民基本台帳人口を示しています（外国人登録を含みません）。 

※平成 17年以前は、旧本庄市と旧児玉町の合計を示しています（以下、本章において同様）。 

※資料：本庄市人口統計資料。 

※基準日は、下記の年を除き、各年４月１日現在。 

 ・旧本庄市の昭和 43年は基準日２月 29日現在、昭和 44・45・47 年は基準日３月 31日現在、昭和 49年から昭

和 51年は基準日５月１日現在、昭和 52年は基準日６月１日現在の人口。 

 ・旧児玉町の昭和 43年は５月１日現在の人口。 

■ 総人口・世帯数等の推移 

 総人口（住民基本台帳人口）は、昭和 43年の 63,857 人から増加が続き、平成 13 年の 81,178

人（平成 13 年４月１日現在）をピークに近年は減少が続いており、平成 25年には 78,086

人（平成 13 年から 3,092 人の減少）となっています。 

 世帯数は、昭和 43年から平成 25 年で約２倍に増加しています。 

 年齢別人口（国勢調査人口）の推移（平成２年から平成 22 年）では、年少人口（０～14

歳）が約３割減少し、老年人口（65 歳以上）が約２倍に増加しています。 
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0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000

02,0004,0006,0008,00010,000

0～4歳

5～9歳

10～14歳

15～19歳

20～24歳

25～29歳

30～34歳

35～39歳

40～44歳

45～49歳

50～54歳

55～59歳

60～64歳

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85～89歳

90～94歳

95～99歳

100歳以上

（人）
（人）

男女年齢５歳階級別人口構成の比較（平成2年～平成22年）

上段：平成22年
下段：平成2年

男性 女性

年少人口(0～14歳)
平成22年： 5,257人(13.1%)
平成２年 ： 7,384人(19.2%)

年少人口(0～14歳)
平成22年： 5,036人(12.3%)
平成２年 ： 7,077人(18.0%)

生産年齢人口(15～64歳)
平成22年： 25,298人(62.0%)
平成２年 ： 26,377人(67.0%)

生産年齢人口(15～64歳)
平成22年： 26,901人(66.8%)
平成２年 ： 27,324人(70.9%)

老年人口(65歳以上)
平成22年： 10,493人(25.7%)
平成２年 ： 5,914人(15.0%)

老年人口(65歳以上)
平成22年： 8,099人(20.1%)
平成２年 ： 3,829人( 9.9%)

（資料：国勢調査） 

【将来人口の推計】 

（出典：日本の地域別将来推計人口（平成 25 年３月推計）、国立社会保障・人口問題研究所）

■ 将来人口の見通し 

 市の人口は、近年より人口減少が始まっており、平成 52 年には 65,186 人（平成 26 年 1

月時点の本庄市人口 79,873 人（住民基本台帳人口）より約 18％減）となり、年少人口（０

～14歳）の減少や老年人口（65 歳以上）の増加が予想されています。 
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(2)財政の状況

102 98 98 101 101 110 110 106 105 108 108

201 206
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歳入の推移 （普通会計・決算）

市税 その他

＜歳入（億円）＞＜歳入（億円）＞

49 48 49 49 46 46 46 44 40 41 40
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83 87

38 19 17
29 20
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歳出の推移 （普通会計・決算）

人件費 扶助費 公債費 その他の経費 投資的経費

＜歳出（億円）＞

（資料：本庄市の財政状況の概要） 

■ 歳入・歳出の推移 

 財政状況（普通会計[決算]）は、年間約 230 億円～約 300 億円で推移しています。 

 歳出については、義務的経費の扶助費（生活保護費や児童手当、小児医療費助成、就学援

助費等の社会保障関係費）が年々増え続けています。 

 投資的経費（公共施設の建設や土地購入などに係る経費）も、歳入と同様に合併以降は増

加傾向が見られるものの、平成 24年度では平成 14 年度の約３割となっています。 
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【本庄市中期財政収支見通し（平成 25 年度～平成 29 年度）】 

(3)公共施設等の概況

■ 財政の見通し 

 中期財政収支見通しでは投資的経費は平成 26 年度をピークに大きく減少しています。ま

た、義務的経費（扶助費・公債費等）の増加に伴い、平成 28 年度には財政調整基金を取

り崩さざるを得ない見込みとなっています。 

（出典：本庄市中期財政収支見通し（平成 25年度～平成 29年度））

■ 施設の老朽化の状況 

 延床面積ベースで、築後 20 年以上を経過する施設が全体の約 80％、築後 30年以上を経過

する施設が全体の約 53％、築後 40年以上を経過する施設が全体の約14％を占めています。 

 新耐震設計基準施行（昭和 56 年６月）以前に建設された施設（57 施設）のうち、学校施

設については全ての施設において耐震改修の対応が行われていますが、それ以外の施設

（防災施設、市営住宅、公民館など）については、ほとんどの施設において耐震診断を行

っておらず、耐震性能は不明です。 
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■ 施設の利用状況 

 対象施設のうち、貸室（会議室、ホールなど）を提供している施設は 27 施設となってい

ます。（公民館、文化会館、体育館など） 

 貸室全体の年間の利用者数は、約 67 万人（平成 22 年度から平成 24 年度の平均）となっ

ており、平成 22 年度から平成 24 年度の経年変化では概ね横ばいとなっています。 

 貸室を有する施設の使用料収入は、年間約 8,100 万円（平成 22 年度から平成 24年度の平

均）となっており、平成 22 年度から平成 24 年度の経年変化では、平成 22 年度よりも平

成 24年度の使用料収入が増加しています。 

 貸室全体の平均稼働率については、約 20％～約 28％程度にとどまっています。 
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0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

0

200

400

600

800

1,000

H22 H23 H24

使
用
料
収
入
（
千
円
）

利
用
者
数
（
千
人
）

貸室の年度別利用者数・使用料収入の推移

利用者数（千人） 使用料収入（千円）
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貸室全体の年度別平均稼働率の推移

稼働率（％）

※スポーツ施設における平成22年度・平成23年度の稼働率は、
実績値が不明なため対象外としています。 

※本庄公民館について、平成 22 年度は旧市民プラザ内、平成
23 年度は中央公民館内での運営であったため、平成 22 年
度・平成 23年度の稼働率は対象外としています。 

■ 施設の維持管理・運営状況 

 平成 24 年度実績で、支出合計で約 22.1 億円、収入合計で約 9.4 億円であり、実質的な市

の負担額は 12.7 億円となっており、支出に対して収入の占める割合は約４割となってい

ます。 

 平成 22 年度から平成 24 年度を経年的に見ると、支出・収入とも平成 22 年度よりも平成

24 年度に減少しています。 
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■ 管理運営主体（指定管理者制度の導入状況） 

 市の公共施設の維持管理・運営状況は、市直営（一部業務委託等を含む）が大部分となっ

ています。 

 対象施設のうち、指定管理者による維持管理・運営が行われている施設が 10 施設ありま

す。 

：市民文化会館／若泉運動公園弓道場／若泉運動公園武道館／市民球場／ 

本庄総合公園体育館（シルクドーム）／児玉総合公園体育館（エコーピア）／ 

観光農業センター／ふれあいの里いずみ亭／インフォメーションセンター／ 

老人福祉センターつきみ荘 [平成 25 年４月１日現在] 

■ 施設の将来的な維持・更新に係る見通し 

 対象施設（116施設）を将来的に維持する場合に必要となる、今後 30年間の将来更新費は

約 444 億円となり、年度平均で約 14.8 億円となります。 

 中期財政収支見通し（平成 25年度から平成 29 年度）の平成 29 年度の投資的経費（７

億円）を上回る金額であり、将来更新費の確保が課題になると考えられます。 

 施設の維持・更新のためのコストとして１年当たり約 36.5 億円が必要となります。 

 平成 24 年度の市の歳出額（約 253 億円、普通会計）の約 14％に相当します。 

＜算定条件＞ 

 維持管理費・運営費：平成 22年度から平成 24 年度の実績の平均値を用いて設定。 

 更新費：建物の構造別に更新費単価※１を設定し、建物が耐用年数※２に到達した段階で、同

規模の施設を更新するものとして計上する。なお、推計初年度以前に耐用年数を経過して

いた場合は、推計初年度（平成 25年度）を更新時期として計上する。 

※１ 更新費単価は、複数市町村の公共施設建設の実績（建設工事費）における構造別の㎡当た 

りの単価を参考に、本市の実情を踏まえ設定。 

※２ 耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年数を目安として、構造

別に設定。 

（更新費単価の設定）          （耐用年数の設定）

※構造区分は複数の建築物を有する施設の場合は代表される建築物の構造で設定。
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※平成 25年度以前に更新時期を迎えている施設の更新費は、平成 25年度に計上しています。 

※昭和 40年代後半から昭和 50年代後半に建設された施設が更新時期を迎えるため、平成 30年代後半から

平成 40年代の将来更新費が多くなっています。 

※市役所などが更新時期を迎えるため、平成 54年度の将来更新費が特に多くなっています。 

◆将来経費（今後30年間の概算値） 単位：億円

平成25年度
～

平成54年度

年度平均

維持管理費 357 11.9

運営費 295 9.8

更新費 444 14.8

将来経費（合計） 1,096 36.5
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維持管理費（修繕費含む） 運営費 更新費

維持管理費
11.9（億円/年）

運営費
9.8（億円/年）

更新費
14.8（億円/年）
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(4)市民ニーズの概況

1)市民アンケート
本計画の検討に当たって、公共施設の利用状況、満足度や今後の公共施設マネジメント

の方向性について、市民の意向を把握するために、市民アンケートを行いました。以下に

その主な結果を示します。 

ｱ)調査概要 

調査地域 本庄市全域 

調査対象 市内在住の満 18 歳以上の男女個人 

（平成 26年 6月 1日現在） 

調査方法 郵送配布、郵送回収 

配布数 3,500 人 

（住民基本台帳に基づく無作為抽出） 

有効回収数 1,183（総回収数 1,196、無効票数 13） 

有効回収率 33.8％ 

実施期間 平成 26 年６月 20 日（金）～７月７日（月） 

ｲ)調査項目 

・公共施設の利用状況（利用頻度、利用しない理由） 

・公共施設の満足度（サービス面、建物や設備、配置状況） 

・公共施設の今後のあり方（統廃合・複合化、長寿命化、民間活力の活用など） 

・優先的に維持・充実すべき公共施設（公民館、市民活動施設、文化施設など） 

・統合・削減を検討する公共施設（利用頻度が低い施設、老朽化施設、代替施設がある施

設、運営経費の高い施設など） 

・利用者属性 

・自由意見 

【年代別比率】 【居住地域別比率】 
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ｳ)調査結果（抜粋） 

（複数回答） n = 1183

571

186

426

278

109

504

59

58

109

663

286

96

56

61

0 100 200 300 400 500 600 700

ａ.公共施設の統廃合や複合化を行うことで、

施設数を減らす。

ｂ.公共施設の長寿命化を図り、

財政負担の軽減及び工事費用の平準化を図る。

ｃ.管理・運営等に民間のノウハウや資金を活用し、

経費の削減を図る。

ｄ.近隣自治体と共同で公共施設を運営・共有し、

経費の削減を図る。

ｅ.公共施設の管理運営をコミュニティ

（地域住民）に移管する。

ｆ.利用していない市の土地などを売却・賃貸して

施設維持のための収入を得る。

ｇ.提供するサービスの水準を引き下げる。

ｈ.施設使用料を引き上げる。

ｉ.引き続き、公共施設の新設・更新を行い、

市民サービスを拡充する。

ｊ.緊急時の避難所としての利用が見込まれる

公共施設は維持する。

ｋ．公共施設の新設は行わない。

ｌ.よくわからない。

ｍ.その他

無回答

■ 公共施設の今後のあり方について 

設問 本庄市では、今後、全ての公共施設を維持していくことが困難となることが想定される

中、維持可能な規模を定め、公共施設を通じた行政サービスの維持・向上のための最適

な施設配置や効率的な管理運営を行っていく必要があります。 

あなたは、本庄市の公共施設を今後どのようにしていくべきだと思いますか。公共施設

のあり方に対する今後の方策として、あなたの考えに該当する選択肢の記号に○をつけ

てください。（複数回答可） 

 「j.緊急時の避難所として利用が見込まれる公共施設は維持する」が最も多くなってお

り、緊急時対応や施設の安全性の確保について高い関心があることがうかがえる。 

 「a.公共施設の統廃合や複合化を行うことで施設数を減らす」の回答が多くなっており、

一方で「i.引き続き公共施設の新設・更新を行い市民サービスを拡充する」の回答数が

少ないことから、公共施設の総量削減を進めることを支持する意向が高いと考えられる。 

 「f.利用していない市の土地などを売却・賃貸して施設維持のための収入を得る」「c.

管理・運営等に民間のノウハウや資金を活用し経費の削減を図る」の回答が比較的多い

ことから、民間活用や公有財産の活用による財政負担の縮減に向けた必要性を支持する

意向が高いと考えられる。 
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■ 優先的に維持・充実すべき公共施設について 

設問 現在ある全ての公共施設を維持できなくなった場合、どの公共施設を将来にわたって市

が優先的に維持・充実していくべきだと思いますか。あなたの考えに該当する選択肢の

記号に○をつけてください。（複数回答可） 

（複数回答） n = 1183

369

120

261

350

45

497

94

779

620

559

370

424

635

155

19

59

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

ａ .公民館

ｂ.市民活動施設

ｃ.文化施設

ｄ.スポーツ施設

ｅ.産業振興施設

ｆ .図書館

ｇ.資料館等

ｈ.学校

ｉ.保健・福祉関連施設

ｊ .保育所

ｋ.児童施設

ｌ .庁舎等

ｍ.防災施設

ｎ.市営住宅

ｏ.その他施設

無回答

 学校、防災施設、保健・福祉関連施設、保育所、図書館の順で回答が多くなっており、

避難場所としての機能を有する施設や教育・福祉関連の機能を有する施設について、維

持する優先度が比較的高くなっていると考えられる。 
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（複数回答） n = 1183

823

543

565

398

560

373

37

53

0 100 200 300 400 500 600 700 800 900

ａ .利用頻度や稼働率が低い施設

ｂ .老朽化が著しい施設

ｃ .同じような機能を有した施設が市内に複数配置

されている施設（民間団体が経営する施設を含む）

ｄ .運営のための費用が多くかかっている施設

ｅ .今後の人口構成の変化などにより、

市民ニーズに合わなくなると思われる施設

ｆ．利用者が比較的限定されている施設

ｇ．その他

無回答

■ 統合・削減を検討する公共施設について 

設問 公共施設にかかる経費を縮減するために、維持可能な公共施設の規模に公共施設の総量

（施設数）を減らしていかなければならなくなった場合、どの公共施設から統合・削減

していくべきだと思いますか。あなたの考えに該当する選択肢の記号に○をつけてくだ

さい。（複数回答可） 

 「a.利用頻度や稼働率が低い施設」の回答が最も多くなっており、施設の老朽化状況よ

りも利用状況を削減の判断基準として優先する傾向となっている。 

 「c.同じような機能を有した施設が市内に複数配置されている施設」「e.今後の人口構成

の変化などにより、市民ニーズに合わなくなると思われる施設」「b.老朽化が著しい施設」

の回答も比較的多くなっている。 
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第2章 基本方針・基本原則・取組方針

1. 基本方針
前章の本計画の背景及び公共施設マネジメント白書における本庄市及び公共施設に係る現

状・課題を踏まえ、公共施設に関する全体的な方針として、基本方針を以下に掲げます。 

【今後の公共施設・サービスのあり方に係る主な現状と課題】 ※本庄市公共施設マネジメント白書より 
（平成 26年３月作成） 

＜施設の安全性確保＞

耐震設計基準施行(S56.6)以前の公民

館、防災施設、市営住宅等で耐震診断・

改修が進んでいない。 

築後 30年以上の施設が全体の約 53％ 

築後 40年以上の施設が全体の約 14％ 

特に避難場所内で多く設置されている

公民館、学校施設で老朽化が進行 

市民文化会館、図書館、保健・福祉関

連施設、児童施設等の比較的規模が大

きい施設で老朽化が進行。 

＜施設サービスの効率化と質の向上＞

●施設の利用改善や有効利用

スポーツ施設：稼働率が比較的高い。 

文化施設：稼働率が約４割以下。 

公民館：稼働率が約３割以下。 

●人口動向や都市構造の変化への対応

市全体で近年より人口減少や少子高齢化が進行。 

 学校施設や児童施設は概ね充足 

 保健・福祉関連施設の老朽化 

本庄北地域・児玉北地域：人口減少の傾向 

本庄南地域：人口が微増の傾向 

児玉南地域：人口が著しく減少傾向 

施設設置状況で各地域に差が生じている。 

 市街化の進む本庄早稲田駅周辺に保育所

が設置されていない 

 児玉南地域で本泉小学校が休校中、旧本

泉保育所が閉鎖中 等 

平成 27年度中に供用開始する本庄市市民活動交

流センター（はにぽんプラザ）、アスピアこだま

の導入機能を考慮した施設・提供サービスの機能

統合や機能統合後の施設・敷地の有効活用が必

要。 

＜財政負担の縮減に向けた取組＞

今後 30年間施設を維持する場合の将

来経費(約 36.5 億円/年)は大きな財政

負担になる。 

中期財政収支見通しにおいては、投資

的経費の減少が見込まれるとともに、

生産年齢人口の減少や扶助費の増加

等、これまで以上に厳しい財政状況が

想定される。

【公共施設再配置計画の基本方針】 

① 財政負担の縮減 

 施設の統廃合（施設総数・総量の規制）や長寿命化を図るとともに、

既存施設の効率的な維持管理・運営と効果的な活用により財政負担

の縮減に取り組む。 

② 施設の安全性確保 

 耐震改修や老朽化対策等による施設の安全性の確保に取り組む。 

③ 施設サービスの効率化と質の向上 

 市民ニーズや社会情勢の変化に応じた提供サービスの集約・重点化

等による施設サービスの見直しや効率化とともに、施設の利用改善

及びサービスの質の向上に取り組む。 
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2. 基本原則
前項の基本方針のもと、財政負担の縮減・平準化及び公共施設全体の最適化を図るための

取組として、基本原則（全体目標）を以下に掲げます。 

※ 参考資料２（施設総量の削減率を設定する上での考え方について）を参照。 

【公共施設再配置計画の基本原則】

【原則１】公共施設の総数（116 施設）を削減する。

【原則２】公共施設の総量（総床面積）を削減する。

【原則３】公共施設におけるライフサイクルコストを縮減する。

【施設総量の削減目標】

～ 30 年間で 15％※ (約３万㎡)の削減を目標とする ～
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3. 取組方針

本計画の基本方針を推進し、前項で示した基本原則（全体目標）の達成に向けた取組方針に

ついて、以下に掲げます。 

①施設の総数・総量削減と既存施設の有効活用

 人口減少や少子高齢化の進行を踏まえ、原則として施設の新規整備は行わ

ず、既存施設の有効活用を図る。 

 機能の重複する施設や更新の優先度の低い施設については、統廃合を検討

する。 

 施設を更新する際には、複合化・集約化を図り、必要な機能を維持しつつ

床面積を縮小することを基本とする。 

 複合化・集約化により空いた施設や土地は、活用・処分を推進する。 

②施設の長寿命化の推進 

 施設の保全に当たっては、壊れてから直すという、従来の事後保全型の維

持管理・修繕等から予防保全型に移行する。 

 施設の健全度の確認・評価を行い、経済的かつ効果的な保全措置を講じる

ことで、できる限り施設の長寿命化を図り、ライフサイクルコストの縮減

と平準化を進める。

③施設の安全性の確保（老朽化・耐震化対応）

 防災上重要な公共施設（例：庁舎、避難場所内の施設）や、多くの市民が利

用する公共施設の耐震化や老朽化対応を優先的に実施する。 

 その他の公共施設においても、それぞれの施設の重要性、保全状態、耐震性

能を考慮し、緊急性の高い施設から順次計画的に耐震診断と耐震改修を実施

する。
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④施設の維持管理・運営の効率化

 ＰＰＰや指定管理者制度等の導入を検討し、民間活力を活用して、施設機能

やサービスを維持・向上させつつ、施設の更新・維持管理・運営等のコスト

の縮減を図る。 

 公共施設の維持管理・運営には一定のコストを要することを考慮し、適正な

受益者負担の導入を図る。 

 市民や地域団体による施設管理等、市民参加による施設の維持管理・運営を

促進していく。

⑤地域特性等を踏まえた施設サービスの適正化

 ４地域（本庄北・本庄南・児玉北・児玉南）の地域特性や地域ニーズに合わ

せて、施設や提供サービスの適正化を図る。 

 あらゆる用途の施設を全て市が自ら整備するのではなく、近隣市町と広域的

に施設を相互利用するなど、国や他自治体との連携による効率化やサービス

向上を図る。

⑥公共施設マネジメントの実効性を高めるための方策

 各取組を効果的かつ効率的に推進するため、再配置計画の全体調整、進捗管

理、情報提供等を一元的に行える体制を構築する。また、各部局の施設所管

課等が連携した推進体制を構築する。 

 市民と行政が公共施設に関する情報と問題意識を共有するため、施設に関す

る情報を積極的に公開していく。 

 ＰＤＣＡ（計画・実行・評価・改善）サイクルを基本とした、再配置計画の

進捗管理や見直しを行うことで、継続的な公共施設マネジメントを確立す

る。
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第3章 施設種別方針

1. 施設種別方針

前章の基本方針・基本原則・取組方針をもとに、公共施設マネジメント白書における施設

種別ごとの課題等を踏まえた独自の方針として、施設種別方針を掲げます。 

施設種別方針は、今後の財政負担の縮減と施設サービスの向上に向けて、施設種別ごとに、

将来を見据えて必要になると考えられる施設の更新・機能見直しや維持管理・運営の効率化

などを進めるための内容を定めたものです。加えて、施設種別ごとの更新時の方向性、配置

の考え方、進捗中の事業状況等を記載した特記事項について、併せて示します。 

なお、対象施設の施設種別の分類は、公共施設マネジメント白書と同様に、下記の 15の施

設種別を対象とします。 

【対象施設の施設種別の区分】 

【施設種別】
施設
番号

対象施設 所在地 施設数

1-1 中央公民館 本庄市北堀１４２２

1-2 児玉中央公民館 本庄市児玉町金屋７２８－２

1-3 本庄公民館 本庄市東台５－２－３３

1-4 本庄東公民館 本庄市日の出２－８－２８

1-5 本庄西公民館 本庄市小島１－１０－４

1-6 本庄南公民館 本庄市今井３７７－２

1-7 藤田公民館 本庄市牧西１２１０－３

1-8 仁手公民館 本庄市仁手６６５－１

1-9 旭公民館 本庄市都島２３８－１

1-10 北泉公民館 本庄市早稲田の杜５－１２－２９

1-11 児玉公民館 本庄市児玉町児玉２５１０－１

1-12 共和公民館 本庄市児玉町蛭川９１５－５

1-13 児玉公民館別館 本庄市児玉町児玉１３５２－１

2-1 コミュニティセンター 本庄市駅南１－１３－１２

2-2 勤労青少年ホーム 本庄市小島南１－８－２

2-3 いまい台交流センター 本庄市いまい台２－４３

2-4 あさひ多目的研修センター 本庄市沼和田１００５

3-1 市民文化会館 本庄市北堀１４２２－３

3-2 児玉文化会館（セルディ） 本庄市児玉町金屋７２８－２

4-1 市民体育館 本庄市小島南１－８－３

4-2 若泉運動公園弓道場 本庄市小島６－１１－１４

4-3 若泉運動公園武道館 本庄市小島６－１１－１４

4-4 市民球場 本庄市北堀４３３

4-5 本庄総合公園体育館（シルクドーム） 本庄市北堀４３３

4-6 児玉総合公園体育館（エコーピア） 本庄市児玉町金屋７５３－１

5-1 観光農業センター 本庄市児玉町小平６５３

5-2 ふれあいの里いずみ亭 本庄市児玉町河内２０９－１

5-3 インフォメーションセンター 本庄市駅南２－１－４

6-1 図書館 本庄市千代田４－１－９

6-2 図書館児玉分館 本庄市児玉町金屋７２８－２

(1)公民館 13

(2)市民活動
　　施設

4

(3)文化施設 2

(4)スポーツ
　　施設

6

(5)産業振興
    施設

3

(6)図書館 2
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【施設種別】
施設
番号

対象施設 所在地 施設数

7-1 歴史民俗資料館 本庄市中央１－２－３

7-2 競進社模範蚕室 本庄市児玉町児玉２５１４

7-3 塙保己一記念館 本庄市児玉町八幡山４４６

7-4 埋蔵文化財センター 本庄市牧西１１３７－３

7-5 旭民具等収蔵庫 本庄市都島９０４－１

7-6 北泉小学校郷土資料室
本庄市北堀１８７１－１

北泉小学校内一部教室を使用

7-7 児玉郷土資料室
本庄市児玉町児玉２５１０－１

（児玉公民館２階）

7-8 児玉文化財整理室
本庄市児玉町児玉１３５２－１

（児玉公民館別館内）

7-9 太駄文化財収蔵庫 本庄市児玉町太駄３５２

7-10 本泉文化財収蔵庫 本庄市児玉町河内５６５－８

7-11 蛭川文化財整理室・収蔵庫 本庄市児玉町蛭川９１５－１２

7-12 共和文化財倉庫 本庄市児玉町蛭川９１５－５

7-13 下浅見文化財収蔵庫 本庄市児玉町下浅見８６７－１１

8-1 本庄東中学校 本庄市日の出４－２－４５

8-2 本庄西中学校 本庄市千代田４－３－１

8-3 本庄南中学校 本庄市緑３－１３－１

8-4 児玉中学校 本庄市児玉町八幡山４３８

8-5 本庄東小学校 本庄市日の出１－２－１

8-6 本庄西小学校 本庄市千代田４－３－２

8-7 藤田小学校 本庄市牧西１１７１

8-8 仁手小学校 本庄市仁手６１８

8-9 旭小学校 本庄市都島７８

8-10 北泉小学校 本庄市北堀１８７１－１

8-11 本庄南小学校 本庄市栄３－６－２４

8-12 中央小学校 本庄市緑１－１６－１

8-13 児玉小学校 本庄市児玉町児玉１３５５－１

8-14 金屋小学校 本庄市児玉町金屋１１１７－１

8-15 秋平小学校 本庄市児玉町秋山２５３１

8-16 共和小学校 本庄市児玉町蛭川８９５－１

8-17 本泉小学校 本庄市児玉町河内６６０

9-1 障害福祉センター 本庄市小島南２－４－９

9-2 保健センター 本庄市小島南２－４－１２

9-3 児玉保健センター 本庄市児玉町児玉３９１

9-4 発達教育支援センター「すきっぷ」 本庄市小島５－５－４５

9-5 老人福祉センターつきみ荘 本庄市沼和田１２７－１

10-1 いずみ保育所 本庄市小島５－５－４５

10-2 藤田保育所 本庄市牧西３０

10-3 金屋保育所 本庄市児玉町金屋１１７３

10-4 久美塚保育所 本庄市児玉町児玉２３５１－１

11-1 前原児童センター 本庄市前原１－４－１３

11-2 日の出児童センター 本庄市日の出２－５－５６

12-1 市役所 本庄市本庄３－５－３

12-2 児玉総合支所第二庁舎 本庄市児玉町児玉３８５

(7)資料館等 13

(8)学校 17

(9)保健・福祉
　　関連施設

5

(10)保育所 4

(11)児童施設 2

(12)庁舎等 2
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【施設種別】
施設
番号

対象施設 所在地 施設数

13-1 消防団第一分団器具置場 本庄市千代田４－３－２

13-2 消防団第二分団器具置場 本庄市本庄１－４－１４

13-3 消防団第三分団器具置場 本庄市駅南１－１５－４

13-4 消防団第四分団器具置場 本庄市牧西５５７－１

13-5 消防団第五分団器具置場 本庄市久々宇１７１

13-6 消防団第六分団器具置場 本庄市都島９０４－１

13-7 消防団第七分団器具置場 本庄市北堀２０６

13-8 消防団第一分団第一部器具置場 本庄市児玉町八幡山１８４－２

13-9 消防団第一分団第二部器具置場 本庄市児玉町児玉３２３－２

13-10 消防団第一分団第三部器具置場 本庄市児玉町児玉１８８２－１

13-11 消防団第二分団第一部器具置場 本庄市児玉町金屋８１－２

13-12 消防団第二分団第二部器具置場 本庄市児玉町高柳１７５－４

13-13 消防団第二分団第三部器具置場 本庄市児玉町飯倉２０８－２

13-14 消防団第二分団第四部器具置場 本庄市児玉町田端２２９

13-15 消防団第三分団第一部器具置場 本庄市児玉町太駄３６６－３

13-16 消防団第三分団第二部器具置場 本庄市児玉町元田３６５－２

13-17 消防団第四分団第一部器具置場 本庄市児玉町秋山２３２９－５

13-18 消防団第四分団第二部器具置場 本庄市児玉町小平８８１

13-19 消防団第五分団第一部器具置場 本庄市児玉町蛭川９１５－５

13-20 消防団第五分団第二部器具置場 本庄市児玉町上真下７２１－６

13-21 消防団第五分団第三部器具置場 本庄市児玉町吉田林１０７－２、６　１０９

13-22 北泉防災倉庫
本庄市北堀１８２４－１、１８２５－１、
１８２５－６の各一部

14-1 西五十子市営住宅 本庄市西五十子２２１－１

14-2 田中市営住宅 本庄市田中２１６－１

14-3 四方田市営住宅 本庄市四方田１４－１

14-4 泉町市営住宅 本庄市前原１－１１

14-5 小島第二市営住宅 本庄市小島２－３

14-6 日の出市営住宅 本庄市日の出２－６

14-7 小島第一市営住宅 本庄市小島１－６

14-8 東台市営住宅 本庄市東台４－３

14-9 金屋市営住宅 本庄市児玉町金屋９６０－２

14-10 本町市営住宅 本庄市児玉町児玉３０３－１

14-11 長浜市営住宅 本庄市児玉町八幡山３５４

14-12 下町市営住宅 本庄市児玉町児玉２４２８

14-13 久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４４７－１

14-14 東久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１５４３－６

14-15 中久美塚市営住宅 本庄市児玉町児玉１４３５－２

15-1 新書庫 本庄市銀座1－1－1

15-2 本庄駅自由通路 本庄市銀座３－６－１９

15-3 本庄駅南口自転車駐車場 本庄市駅南２－１－４

15-4 旧勤労会館 本庄市小島南１－８－４

15-5 旧本泉保育所 本庄市児玉町元田３７５－４

15-6 旧本庄商業銀行煉瓦倉庫 本庄市銀座１－５－１６

(14)市営住宅 15

(15)その他
　　施設

6

(13)防災施設 22
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(1)公民館

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

1-1 中央公民館 39 1,860

1-2 児玉中央公民館 19 1,110
1-3 本庄公民館 32 368
1-4 本庄東公民館 24 450
1-5 本庄西公民館 26 419
1-6 本庄南公民館 25 508

1-7 藤田公民館 32 399
1-8 仁手公民館 33 369
1-9 旭公民館 34 383
1-10 北泉公民館 35 379
1-11 児玉公民館 50 569

1-12 共和公民館 35 402
1-13 児玉公民館別館 43 327

社会教育法の趣旨に基づき、地域住民が毎日の生活を

明るく楽しく、健康で心豊かに生活するために、公民館
（13施設）を設置し、「つどう場所」「まなぶ場所」「むす
ぶ場所」の提供を行っています。

【施設位置図（公民館）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（公民館）】 

 大半の施設が築後 30 年以上を経過しており、耐震診断を行っておらず耐震性能が不明で

あることを踏まえた、施設の耐震改修の促進や大規模改修による施設の安全性の確保。 

 全ての公民館で稼働率が３割以下となっていることを踏まえた公民館の利用促進。特に、

稼働率の低い児玉中央公民館、藤田公民館、仁手公民館、旭公民館、共和公民館等の利用

改善。 

 地域ニーズに応じた貸室機能の一部見直し等による稼働率の向上。 

 年間コストに対する使用料収入の割合が低いことを踏まえた、受益者負担の見直し等によ

る効率的な施設の維持管理・運営。 

 平成 27 年度中に供用開始する本庄市市民活動交流センター（はにぽんプラザ）への機能

統合を予定している中央公民館や、同時期に供用開始するアスピアこだま内への移転を予

定している児玉公民館、児玉公民館別館の跡地の活用検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（公民館）

 耐震性能が未確認※で老朽化が進行している公民館について、耐震化や必要な修繕

等を行うなど老朽化対応を進めるとともに、将来的な利用ニーズを考慮の上、統廃

合や周辺施設等との複合化を推進する。 

 公民館への指定管理者制度の導入を図るとともに、稼働率の向上に向けた運営の改

善を進める。 

 施設使用料の見直しなどにより、受益者負担の適正化を図る。 

 児玉公民館、児玉公民館別館の跡地は、売却を含めて活用を図る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 周辺施設等との複合化・集約化による統廃合を図る。 

配置の 

考え方 

 中核となる公民館を、１施設配置することを基本とする。 

 地区公民館は、稼働率等を考慮し、今後の配置のあり方について検討す

る。 

特記事項  中央公民館は、平成 27 年度中に供用開始する本庄市市民活動交流セン

ター（はにぽんプラザ）へ機能統合する。機能統合後は、平成 27 年度

に施設を解体後、保健センターを移転し、健康づくり推進拠点施設とし

て更新する。 

 児玉公民館は、児玉公民館別館と統合し、平成 27 年度中に供用開始す

るアスピアこだま内へ移転する。移転後は、施設を解体予定であり、そ

の後売却を含めて活用を図る。 

 統合後の児玉公民館別館は、文化財収蔵庫・整理室として仮使用後、施

設を解体予定であり、その後売却を含めて活用を図る。 

※耐震性能が未確認の公民館：本庄公民館、仁手公民館、旭公民館、北泉公民館、共和公民館 
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(2)市民活動施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

2-1 コミュニティセンター 34 1,081

2-2 勤労青少年ホーム 44 624

2-3 いまい台交流センター 14 653

2-4 あさひ多目的研修センター 29 350

市民相互の交流によるコミュニティづくり推進や福祉の
増進のために、市民活動施設（４施設）を設置していま
す。

【施設位置図（市民活動施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（市民活動施設）】 

 老朽化が進み、低い稼働率となっている勤労青少年ホームの利用改善。 

 地域ニーズに応じた貸室機能の一部見直し等による稼働率の向上。 

 児玉北地域及び児玉南地域における市民活動施設の必要性の検討。 

 年間コストに対する使用料収入の割合が低いことを踏まえた受益者負担の見直し等によ

る効率的な施設の維持管理・運営。 

 平成 27 年度中に供用開始する本庄市市民活動交流センター（はにぽんプラザ）への機能

統合を予定しているコミュニティセンターの跡地の活用検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（市民活動施設） 

 勤労青少年ホームは、将来的な利用ニーズを考慮の上、用途変更や廃止等も含めて

活用について検討する。 

 施設使用料の見直しなどにより、受益者負担の適正化を図る。 

 コミュニティセンターの跡地は、売却を含めて活用を図る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 設置目的と機能の必要性について検討し、更新の必要性がある施設のみ

更新する。 

配置の 

考え方 

 勤労青少年ホームは、稼働率等を考慮し、施設の廃止も含めて検討する。

 あさひ多目的研修センターは、現状の配置を基本としつつ、今後の配置

のあり方について検討する。 

特記事項  コミュニティセンターは、平成 27 年度中に供用開始する本庄市市民活

動交流センター（はにぽんプラザ）へ機能統合する。機能統合後の跡地

は、売却を含めて活用を図る。 

 いまい台交流センターは、平成 27 年度中に廃止し、平成 27年度～平成

28 年度に図書館の耐震改修及び大規模改修に伴う一時移転先として活

用後、障害福祉センターへ用途変更する予定である。  
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(3)文化施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

3-1 市民文化会館 34 5,716

3-2 児玉文化会館（セルディ） 19 3,158

市民文化の向上による福祉の増進を図ることを目的とし

て、市民の文化活動の拠点的施設として文化会館（２
施設）を設置し、ホールや会議室の貸出等を行っていま
す。

【施設位置図（文化施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（文化施設）】 

 市民文化会館、児玉文化会館（セルディ）における施設規模が比較的大きいことを踏まえ

た施設の効率的な維持・更新。 

 市民文化会館、児玉文化会館（セルディ）における貸室機能の一部見直し等による稼働率

の向上。 

 児玉文化会館（セルディ）における指定管理者制度の導入等を考慮した効率的な施設の維

持管理・運営。 

 年間コストに対する使用料収入の割合が低いことを踏まえた受益者負担の見直し等によ

る効率的な施設の維持管理・運営。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（文化施設） 

 老朽化が進行している市民文化会館について、予防保全型の維持管理・修繕等によ

り、ライフサイクルコストの縮減や長寿命化を図る。 

 市民文化会館、児玉文化会館（セルディ）について、稼働率の向上に向けた運営の

改善を進める。 

 児玉文化会館（セルディ）への指定管理者制度の導入を図る。 

 施設使用料の見直しなどにより、受益者負担の適正化を図る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 市の中核施設として、周辺施設等との複合化を検討する。 

配置の 

考え方 

 本庄地域と児玉地域に、それぞれ１施設の配置を基本とする。 

特記事項 － 
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(4)スポーツ施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

4-1 市民体育館 35 2,452

4-2 若泉運動公園弓道場 33 256

4-3 若泉運動公園武道館 28 1,236

4-4 市民球場 20 1,176

4-5 本庄総合公園体育館（シルクドーム） 13 7,521

4-6 児玉総合公園体育館（エコーピア） 11 4,439

市民の体育、スポーツ及びレクリエーションの推進を図

り、もって市民の心身の健全な発達に寄与することを目
的として、スポーツ施設（６施設）を設置し、施設の貸出
を行っています。

【施設位置図（スポーツ施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（スポーツ施設）】 

 若泉運動公園弓道場の耐震改修の促進等による施設の安全性の確保。 

 本庄総合公園体育館（シルクドーム）、児玉総合公園体育館（エコーピア）における、施

設規模が比較的大きいことを踏まえた光熱費削減等による効率的な施設の維持・更新。 

 年間コストに対する使用料収入の割合が低いことを踏まえた受益者負担の見直し等によ

る効率的な施設の維持管理・運営。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（スポーツ施設） 

 耐震性能が未確認で老朽化が進行している若泉運動公園弓道場について、耐震化や

必要な修繕等を行うなど老朽化対応を進める。 

 本庄総合公園体育館（シルクドーム）、児玉総合公園体育館（エコーピア）について、

予防保全型の維持管理・修繕等により、ライフサイクルコストの縮減や長寿命化を

図る。 

 指定管理者制度に基づいた業務の進捗管理や指定管理料の見直しなど、維持管理・

運営の改善や効率化を進める。 

 若泉運動公園弓道場、若泉運動公園武道館、市民球場について、稼働率の向上に向

けた運営の改善を進める。 

 施設使用料の見直しなどにより、受益者負担の適正化を図る。 

 市民体育館は、施設を廃止する。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 本庄総合公園体育館（シルクドーム）、児玉総合公園体育館（エコーピ

ア）は、市の中核施設として、周辺施設等との複合化を検討する。 

配置の 

考え方 

 体育館は、本庄地域と児玉地域に、それぞれ１施設の配置を基本とする。

 弓道場、武道館、市民球場は、現状の配置を基本としつつ、稼働率等を

考慮し、今後の配置のあり方について検討する。 

特記事項 － 
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(5)産業振興施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

5-1 観光農業センター 23 248

5-2 ふれあいの里いずみ亭 10 249

5-3 インフォメーションセンター 19 318

観光振興における地域社会の活性化を目的として、観

光農業施設（２施設）やインフォメーションセンターを設
置し、展示販売や情報発信等を行っています。

【施設位置図（産業振興施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（産業振興施設）】 

 インフォメーションセンターにおける指定管理者の業務範囲や指定管理料の見直し等を

考慮した効率的な施設の維持管理・運営。 

 本庄駅近接のインフォメーションセンターの立地条件を活かした利用促進。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（産業振興施設） 

 指定管理者制度に基づいた業務の進捗管理や指定管理料の見直しなど、維持管理・

運営の改善や効率化を進める。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 周辺施設等との複合化による統廃合を検討する。 

 ふれあいの里いずみ亭については、利用者数の動向等を踏まえ、施設運

営のあり方について検討する。 

配置の 

考え方 

 現状の配置を基本としつつ、利用者数の動向等を考慮し、今後の配置の

あり方について検討する。 

特記事項 － 
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(6)図書館

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

6-1 図書館 33 2,599

6-2 図書館児玉分館 19 409

社会教育法及び図書館法の趣旨に基づいて、市民の

文化や教養を育むことを目的として、図書館（２施設）を
設置し、図書の貸し出し等を実施しています。

【施設位置図（図書館）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（図書館）】 

 施設規模が比較的大きい図書館の老朽化に伴う、安全性の確保や効率的な施設の維持・更

新。 

 年間コストが比較的高く人件費割合が高いことを踏まえた、図書館、図書館児玉分館にお

ける指定管理者制度の導入等を考慮した効率的な施設の維持管理・運営。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（図書館） 

 老朽化が進行している図書館について、予防保全型の維持管理・修繕等により、ラ

イフサイクルコストの縮減や長寿命化を図る。 

 図書館、図書館児玉分館への指定管理者制度の導入を研究、検討する。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本としつつ、必要に応じて適正規

模で整備する。 

 市の中核施設として、周辺施設等との複合化を検討する。 

 より幅広い市民が学習、情報交流、憩いの場として活用できるよう機能

の見直しを図る。 

配置の 

考え方 

 図書館と図書館児玉分館は、それぞれ１施設の配置を基本とする。 

特記事項  図書館は、平成 27 年度～平成 28年度に耐震改修及び大規模改修を実施

する。 
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(7)資料館等

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

7-1 歴史民俗資料館 131 368

7-2 競進社模範蚕室 120 176
7-3 塙保己一記念館 46 166
7-4 埋蔵文化財センター 61 414
7-5 旭民具等収蔵庫 25 334
7-6 北泉小学校郷土資料室 40 63

7-7 児玉郷土資料室 50 －
7-8 児玉文化財整理室 43 －
7-9 太駄文化財収蔵庫 12 116
7-10 本泉文化財収蔵庫 35 429
7-11 蛭川文化財整理室・収蔵庫 19 302

7-12 共和文化財倉庫 30 95
7-13 下浅見文化財収蔵庫 39 310

教育、学術及び文化の発展のために、資料館・整理

室・収蔵庫・倉庫等（13施設）を設置して、文化財や歴
史資料等の保管・研究・整理を行っています。

【施設位置図（資料館等）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（資料館等）】 

 大半の施設が築後 30 年以上を経過していることを踏まえた施設の老朽化への対応。特に、

利用者を有する施設（歴史民俗資料館、競進社模範蚕室）の耐震化等による施設の安全性

の確保。 

 歴史民俗資料館、競進社模範蚕室は、文化財保護の観点から 30年から 40年サイクルでの

解体修理が必要であり、両施設とも昭和 50 年代に解体修理を実施していることを踏まえ

た今後の解体修理の効率的な実施。 

 市内各地に分散している文化財収蔵施設の効率的な管理方法の検討。 



39 

2)施設種別方針
施設種別方針（資料館等） 

 指定文化財の歴史民俗資料館、競進社模範蚕室の保存・修理に当たっては、文化財

保護の観点から、解体修理等による保全を図る。その際には文化財的価値を損なわ

ないことを前提とした耐震化を検討する。 

 歴史民俗資料館については、将来的な機能移転について検討する。 

 市内各地に分散している文化財収蔵施設の統廃合により、管理の効率化を図る。 

更新時の 

方向性 

 塙保己一記念館については、現状の延床面積から削減することを基本と

しつつ、必要に応じて適正規模で整備する。 

 収蔵庫、資料室、整理室、倉庫は、集約化や既存施設の用途変更などに

より、効率的な施設利用を図る。 

配置の 

考え方 

 収蔵庫、資料室、整理室、倉庫は、機能確保を図りつつ、今後の配置の

あり方について検討する。 

特記事項  塙保己一記念館は、平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだま内へ

移転する。移転後は、施設を解体予定である。 

 埋蔵文化財センターは、平成 26 年度に廃止し、廃止後は施設を解体予

定であり、その後売却を含めて活用を図る。 

 平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだま内へ移転する児玉公民館

内にある児玉郷土資料室は、児玉公民館の移転の際に廃止する。 
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(8)学校

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

8-1 本庄東中学校 51 6,541

8-2 本庄西中学校 32 7,858
8-3 本庄南中学校 31 10,565
8-4 児玉中学校 5 9,543
8-5 本庄東小学校 29 8,657

8-6 本庄西小学校 36 6,992
8-7 藤田小学校 36 4,271
8-8 仁手小学校 30 3,180
8-9 旭小学校 43 4,771
8-10 北泉小学校 40 5,201

8-11 本庄南小学校 39 5,680
8-12 中央小学校 35 7,409
8-13 児玉小学校 40 5,784
8-14 金屋小学校 28 3,734
8-15 秋平小学校 22 3,059

8-16 共和小学校 25 4,024
8-17 本泉小学校 30 2,631

学校教育法に基づいて、小学校（13校）、中学校（４校）
を設置し、児童・生徒に義務教育としての普通教育を実
施しています。

【施設位置図（学校）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（学校）】 

 大半の施設が築後 30 年以上経過していることを踏まえた安全性の確保や効率的な施設の

維持・更新。 

 将来的な生徒数・児童数の減少を踏まえた施設の統廃合の検討。特に、休校中の本泉小学

校や児童数の少ない小学校での将来的な施設のあり方の検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（学校） 

 将来的に児童・生徒数の減少が想定されることから、学校の更新時期を見据えた統

廃合を検討する。 

 学校の更新の際には、地域コミュニティの拠点として周辺施設等との複合化を推進

するとともに、地域の避難所としての防災機能を強化する。合わせて、PPP 等の民

間活力の導入による更新・維持管理・運営の効率化を検討する。 

 将来的に維持する学校については、予防保全型の維持管理・修繕等により、ライフ

サイクルコストの縮減や長寿命化を図る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 市の中核施設として、周辺施設等との複合化を検討する。 

配置の 

考え方 

 児童・生徒数減少の動向、適正な学校区の設定、地域への影響等を考慮

し、今後の配置のあり方について検討する。 

特記事項 － 
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(9)保健・福祉関連施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

9-1 障害福祉センター 50 594

9-2 保健センター 34 1,090

9-3 児玉保健センター 35 533

9-4 発達教育支援センター「すきっぷ」 4 159

9-5 老人福祉センターつきみ荘 31 1,403

高齢者の健康で文化的な生活の推進を図り、高齢者福
祉の増進に寄与するため、老人福祉センターを設置し、

高齢者の生きがいや健康の増進のための事業を行って
います。

市民の健康や福祉の増進に寄与するため、障害福祉
センター、保健センター（２施設）、発達教育支援セン
ター「すきっぷ」を設置し、健診や療育的支援、相談受

付等を行っています。

【施設位置図（保健・福祉関連施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（保健・福祉関連施設）】 

 発達教育支援センター「すきっぷ」以外の４施設が築後 30 年以上を経過していることを

踏まえた、施設の老朽化対策や耐震改修の促進等による施設の安全性の確保。 

 年間コストの比較的多い障害福祉センター、保健センター、発達教育支援センター「すき

っぷ」における効率的な施設の維持管理・運営。 

 平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだま内への機能統合を予定している児玉保健セ

ンターの跡地や施設活用の検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（保健・福祉関連施設） 

 老朽化が進行している老人福祉センターつきみ荘について、必要な修繕等を行うな

ど老朽化対応を進める。 

 保健センター、児玉保健センターの跡地は、売却を含めて活用を図る。 

 保健センターは、現在の機能に加えて、初期救急診療所機能及び、健診・検査機能

を併設した健康づくり推進拠点施設として整備する。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 周辺施設等との複合化・集約化による統廃合を検討する。 

配置の 

考え方 

 障害福祉センターは、郡内に 1施設の配置を基本とする。 

 保健センターは、１施設の配置を基本とする。 

 発達教育支援センターは、現状の配置を基本としつつ、今後の配置のあ

り方について検討する。 

 老人福祉センターは、利用者数の動向等を考慮し、今後の配置のあり方

について検討する。 

特記事項  障害福祉センターは、いまい台交流センターへ機能移転する予定であ

る。 

 保健センターは、平成 29 年度中に、中央公民館跡地へ移転し、健康づ

くり推進拠点施設として更新する。移転後は施設を解体予定であり、そ

の後売却を含めて活用を図る。 

 児玉保健センターは、平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだま内

へ機能統合し、機能統合後は施設を解体予定であり、その後売却を含め

て活用を図る。 
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(10)保育所

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

10-1 いずみ保育所 4 1,134

10-2 藤田保育所 40 482

10-3 金屋保育所 36 754

10-4 久美塚保育所 16 887

児童福祉法に基づく児童福祉施設として、保護者の委
託を受けて乳児・幼児を保育することを目的に、保育所
（４施設）を設置しています。

【施設位置図（保育所）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（保育所）】 

 藤田保育所、金屋保育所の耐震改修の促進等による施設の安全性の確保。 

 民営化等の民間活力の導入を考慮した保育所の維持管理・運営の効率化による年間コスト

の縮減。 

 市街化の進む本庄南地域の本庄早稲田駅周辺における保育サービス拡充の必要性の検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（保育所） 

 いずみ保育所と久美塚保育所は、予防保全型の維持管理・修繕により、ライフサイ

クルコストの縮減や長寿命化を図る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本としつつ、民間保育所の配置状

況等を考慮し、必要に応じて適正規模で整備する。 

 周辺施設等との複合化を検討する。 

配置の 

考え方 

 本庄地域と児玉地域に、それぞれ１施設の配置を基本としつつ、民間保

育所の配置状況等を考慮し、今後の配置のあり方について検討する。 

特記事項  藤田保育所は、平成 27年度から民間への移管により廃止する。 

 金屋保育所は、平成 27年度末で休止する。 
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(11)児童施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

11-1 前原児童センター 34 418

11-2 日の出児童センター 30 515

児童の健康増進や情感豊かな心を養うことを目的とし

て、児童センター（２施設）を設置し、健全な遊びを通じ
た指導等を行っています。

【施設位置図（児童施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（児童施設）】 

 前原児童センター、日の出児童センターの耐震改修の促進等による施設の安全性の確保。 

 今後の少子化の進行を考慮した施設の効率的な維持管理・運営。 



47 

2)施設種別方針
施設種別方針（児童施設） 

 耐震性能が未確認の前原児童センターについて、耐震化を図る。また、老朽化が進

行している前原児童センター、日の出児童センターについて、必要な修繕等を行う

など老朽化対応を進める。 

 前原児童センター、日の出児童センターへの指定管理者制度の導入について検討す

る。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本としつつ、必要に応じて適正規

模で整備する。 

 周辺施設等との複合化・集約化による統廃合を検討する。 

配置の 

考え方 

 現状の配置を原則としつつ、利用者数の動向等を考慮し、今後の配置の

あり方について検討する。 

特記事項  平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだま内に児童センターを新設

する。 
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(12)庁舎等

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

12-1 市役所 22 11,870

12-2 児玉総合支所第二庁舎 36 1,297

市庁舎として、市役所と児玉総合支所第二庁舎を設置
しています。

【施設位置図（庁舎等）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（庁舎等）】 

 施設規模が大きい市役所について、維持管理費の占める割合が比較的高いことから、維持

管理方法や改修の効率化による維持管理費の縮減。 

 築後 30 年以上経過している児玉総合支所第二庁舎の安全性の確保。 

 平成 27 年度中に供用開始するアスピアこだまに隣接する児玉総合支所第二庁舎の有効活

用の検討。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（庁舎等） 

 市役所は、予防保全型の維持管理・修繕等により、ライフサイクルコストの縮減や

長寿命化を図る。 

 耐震性能が未確認の児玉総合支所第二庁舎について、耐震診断による安全の確認を

行い、維持管理を継続する。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本としつつ、必要に応じて適正規

模で整備する。 

 市の中核施設として、防災機能を強化するとともに周辺施設等との複合

化を検討する。 

配置の 

考え方 

 市役所と児玉総合支所（児玉総合支所第二庁舎へ仮移転中）は、それぞ

れ１施設の配置を基本とする。 

特記事項  児玉総合支所（児玉総合支所第二庁舎へ仮移転中）の機能は、平成 27

年度中に供用開始するアスピアこだま内へ移転する。 
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(13)防災施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

13-1 消防団第一分団器具置場 40 59
13-2 消防団第二分団器具置場 40 64
13-3 消防団第三分団器具置場 39 59
13-4 消防団第四分団器具置場 45 59

13-5 消防団第五分団器具置場 42 59
13-6 消防団第六分団器具置場 43 59
13-7 消防団第七分団器具置場 44 59

13-8 消防団第一分団第一部器具置場 35 35
13-9 消防団第一分団第二部器具置場 35 43
13-10 消防団第一分団第三部器具置場 12 61
13-11 消防団第二分団第一部器具置場 33 63

13-12 消防団第二分団第二部器具置場 3 83
13-13 消防団第二分団第三部器具置場 4 83
13-14 消防団第二分団第四部器具置場 3 83

13-15 消防団第三分団第一部器具置場 3 83
13-16 消防団第三分団第二部器具置場 5 83
13-17 消防団第四分団第一部器具置場 2 83
13-18 消防団第四分団第二部器具置場 3 83

13-19 消防団第五分団第一部器具置場 4 83
13-20 消防団第五分団第二部器具置場 2 83
13-21 消防団第五分団第三部器具置場 2 83

13-22 北泉防災倉庫 3 14
災害の発生に備え、保存食や毛布等の生活必需物資

を備蓄するための防災倉庫を設置しています。

消防団の活動の拠点として、器具置場（21施設）を設置

しています。

【施設位置図（防災施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（防災施設）】 

 築後 30 年以上経過している消防団器具置場（10 施設）の老朽化対応と安全性の確保。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（防災施設） 

 耐震性能が未確認で老朽化が進行している消防団器具置場（10 施設）※について、

更新を進める。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本としつつ、必要に応じて適正規

模で整備する。 

 周辺施設等との複合化を検討する。 

配置の 

考え方 

 消防団器具置場は、本庄方面隊は分団ごとに、児玉方面隊は部ごとに１

施設の配置を基本とする。 

 防災倉庫は、指定避難所の配置等に考慮し、今後の配置のあり方につい

て検討する。 

特記事項  現状の延床面積では、整備基準を満たしていない消防団器具置場は、更

新の際に適正規模での整備及び周辺の市有地等への移転を進める。 

 平成 26 年度に、本庄総合公園体育館（シルクドーム）に防災倉庫を新

設する。 

 平成 27 年度～平成 28年度に、児玉文化会館（セルディ）及び児玉総合

公園体育館（エコーピア）に防災倉庫を新設する予定である。 

※消防団第一分団器具置場、消防団第二分団器具置場、消防団第三分団器具置場、消防団第四分団

器具置場、消防団第五分団器具置場、消防団第六分団器具置場、消防団第七分団器具置場、消防

団第一分団第一部器具置場、消防団第一分団第二部器具置場、消防団第二分団第一部器具置場 
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(14)市営住宅

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

14-1 西五十子市営住宅 52 618
14-2 田中市営住宅 48 2,542
14-3 四方田市営住宅 45 4,749
14-4 泉町市営住宅 30 4,074
14-5 小島第二市営住宅 27 3,571

14-6 日の出市営住宅 24 823
14-7 小島第一市営住宅 23 2,596
14-8 東台市営住宅 20 4,839
14-9 金屋市営住宅 57 1,052

14-10 本町市営住宅 56 481
14-11 長浜市営住宅 55 243
14-12 下町市営住宅 43 822
14-13 久美塚市営住宅 42 1,186

14-14 東久美塚市営住宅 42 340
14-15 中久美塚市営住宅 41 889

住宅に困窮する低所得者に対して低廉な家賃で住宅を
賃貸し、市民生活の安定と社会福祉の増進に寄与する
目的で、市営住宅（15施設）を設置しています。

【施設位置図（市営住宅）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（市営住宅）】 

 大半の施設が築後 30 年以上経過していることを踏まえ、耐震診断による施設の安全性の

確認及びその結果に対する耐震改修の要否を踏まえた安全性の確保。 

 老朽化が進み施設規模が比較的大きく施設を多く抱えていることを踏まえた、施設の効率

的な維持管理。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（市営住宅） 

 木造以外で老朽化が進行し耐震性能が未確認の簡易耐火造の市営住宅※１について

は、耐震診断による安全の確認を行い、安全が確認できれば維持管理を継続する。

また、安全を確認できない場合や補強が必要な場合は廃止について検討する。 

 老朽化が進む木造の市営住宅※２は、空室となった段階で順次廃止する。 

 市営住宅の将来的な利用ニーズを考慮し、家賃補助制度や民間住宅の借上げ等の導

入による市営住宅サービスの効率化について検討する。 

更新時の 

方向性 

 現状の延床面積から削減することを基本とする。 

 木造の市営住宅の更新は行わない。 

配置の 

考え方 

 木造の市営住宅は、施設の廃止を進める。 

 その他の市営住宅は、現状の配置を基本としつつ、必要性等を考慮し、

今後の配置のあり方について検討する。 

特記事項 － 

※１ 簡易耐火造の市営住宅：田中市営住宅、四方田市営住宅、金屋市営住宅の一部、下町市営住

宅、久美塚市営住宅、東久美塚市営住宅、中久美塚市営住宅 

※２ 木造の市営住宅：西五十子市営住宅、本町市営住宅、長浜市営住宅、金屋市営住宅の一部 
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(15)その他施設

1)施設の概要

施設No. 施設名称 築年数 延床面積(㎡) 位置づけ等

15-1 新書庫 33 485 行政文書及び資材等の保管を行っています。

15-2 本庄駅自由通路 27 824
本庄駅南口・北口間の連絡通路として設置していま
す。

15-3 本庄駅南口自転車駐車場 19 1,618 本庄駅南口の自転車の駐車場として設置しています。

15-4 旧勤労会館 35 504
本庄市教育支援センターとして不登校の児童・生徒に
対する個別指導などを実施しています。

15-5 旧本泉保育所 23 422 平成20年５月より休所となり、閉鎖しています。

15-6 旧本庄商業銀行煉瓦倉庫 118 811
現在活用方法等の検討を行っており、平成27年度中の
供用開始を予定しています。

【施設位置図（その他施設）】 

【公共施設マネジメント白書における施設種別の課題（その他施設）】 

 旧勤労会館における老朽化対策と耐震改修の促進等による施設の安全性確保。 

 本庄駅南口自転車駐車場における業務委託料の割合が比較的高いことを踏まえた施設の

効率的な維持管理・運営。 
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2)施設種別方針
施設種別方針（その他施設） 

 旧勤労会館について、将来的な利用ニーズを考慮の上、統廃合を図る。 

 本庄駅南口自転車駐車場における業務委託内容のモニタリング等により、維持管

理・運営の効率化を進める。 

更新時の 

方向性 

 新書庫は、現状の延床面積から削減することを基本としつつ、他施設へ

の機能移転や統廃合を検討する。 

 本庄駅自由通路は、現状の延床面積を維持することを基本とする。 

 本庄駅南口自転車駐車場、旧勤労会館、旧本泉保育所は現状の延床面積

から削減することを基本とする。 

配置の 

考え方 

 新書庫（文書保存用書庫）は、機能確保を図りつつ、今後の配置のあり

方について検討する。 

 本庄駅南口自転車駐車場、旧本泉保育所は、現状の配置を基本としつつ、

今後の配置のあり方について検討する。 

 旧勤労会館は、施設の廃止を含めて検討する。 

特記事項  新書庫は、平成 26 年度に仮移転する。仮移転後は、平成 26 年度に施設

を解体し、平成 27 年度中に供用開始する本庄市市民活動交流センター

（はにぽんプラザ）の駐車場等として活用する。 

 本庄駅自由通路は、平成 26 年度～平成 29 年度に耐震診断及び大規模改

修を実施する。 

 旧本庄商業銀行煉瓦倉庫は、平成 26 年度～平成 27 年度に耐震等改修を

実施し、平成 27年度に市民交流施設として供用開始する。 

 旧本泉保育所は、平成 26 年度中に特定非営利活動法人本庄市げんきの

郷本泉に無償貸付を行い、児玉南地域における山村交流ゾーンの交流拠

点施設として活用を進める。 
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2. 低・未利用地の活用方針

(1)低・未利用地について

本計画では、基本的には主に本庄市が建設した建築物（116 施設）を対象として、財政負

担の縮減とサービス水準の向上に向けた公共施設・サービスのあり方の見直しを検討してい

ますが、市の資産の大半を占める土地の中で、低・未利用地の有効活用についても検討しま

す。 

低・未利用地とは、利用目的を持って取得した土地であっても、社会経済情勢の変化等に

より、計画が変更又は廃止され、長い間使用されていない土地（空き地や暫定的に駐車場等

に利用している土地等）や、公共施設が用途廃止され、その跡地利用が行われないまま年月

を経過している土地のことで、これらには、広さや立地状況に恵まれているものもあれば、

廃道敷や道路用地の残地などの活用が困難なものもあり、一口に低・未利用地といってもそ

の内容は様々です。 

低・未利用地は市民全体の財産であるにも関わらず、市民サービスのために有効活用され

ていない財産であり、それに加え、土地という財産を保有しているだけで、草刈りなど維持

管理費用だけでなく、事務費や人件費といったコストも必要となります。これら低・未利用

地の有効活用を図ることにより、市民サービスの向上につなげていくことが求められていま

す。 

(2)保有状況

市が保有している土地のうち、公共施設の敷地や貸付地等で活用している土地（利用地）

以外で、本庄市が保有している土地のうち、利用用途が決まっているものや、山林・河川敷

など以外の今後何らかの活用が見込める土地（低・未利用地）は行政財産では 1箇所（3,445.65

㎡）、普通財産では 40箇所（23,593.34 ㎡）の合計 41 箇所、27,038.99 ㎡となっています（公

共施設マネジメント白書参照）。 

そのうち、1,000 ㎡以上の土地は、件数では 9件で全体の約 22％ですが、面積では 17,829.76

㎡で全体の約 66％を占めています。 

【低・未利用地の保有状況】 

区分 箇所数 面積 公有財産（土地）における割合％※

行政財産 1 箇所 3,445.65 ㎡ 約 0.2％ 

普通財産 40 箇所 23,593.34 ㎡ 約 1.3％ 

合計 41 箇所 27,038.99 ㎡ 約 1.5％ 

※公有財産のうち、市が保有する土地を 1,804,462 ㎡（「H24本庄市財産に関する調書」より）とします。 
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(3)低・未利用地の活用方針

 低･未利用地の有効活用を図るため、活用方針を以下に掲げます。 

①低・未利用地の効果的な活用

 現在所有している低・未利用地のうち、他事業での活用の可能性のない土地は、面

積、形状、周辺の土地利用状況を考慮して積極的な売却を図る。また、他事業での

活用が検討されている土地であっても、その期間に応じて有償貸付を行うなど、事

業に支障のない範囲で有効活用を図る。 

 今後、公共施設の統廃合により発生する土地については、当初の取得や利用の経緯、

周辺の土地利用状況など、地域の特性や将来の利用可能性など中長期的な視点及び

保持・活用のための経費なども考慮し、売却も含め最適な活用を図る。 

 行政財産であるが低・未利用地となっている土地については、将来的な必要性を検

討し、不要な土地又は行政目的を終了した土地は普通財産へ移管する。 

 公有地に関する情報の全庁的な共有化を図り、新たな土地の取得費を抑制する。 

②新規取得の抑制

 公共施設の整備に必要な土地の確保に当たっては、原則として、新たな取得は行わ

ず、低・未利用地や施設の統廃合により発生する土地の積極的な活用を図る。 

 新たに土地を取得する場合であっても、低・未利用地の交換や代替処分などによる

有効活用を検討する。 

③民間との連携

 低・未利用地や施設の統廃合により発生する土地の有効活用に当たっては、ＰＰＰ

や民間企業提案の採用、民間事業者への貸付など、民間事業者との連携を積極的に

検討し、より効果的な活用を図る。 

 市民や地域団体が利用可能な土地については、地元管理等の管理体制を検討し、活

用を図る。 
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第4章 計画の推進に向けて

1. 推進行程（ロードマップ）・進捗管理

本市では、国の「インフラ長寿命化基本計画」（平成 25 年 11 月 25 日、インフラ老朽化対

策の推進に関する関係省庁連絡会議決定）や公共施設等総合管理計画の策定要請（総務省、

平成 26 年４月 22 日）を踏まえ、公共施設等の総合的かつ計画的な管理に向けて、次頁に示

す計画の策定と、計画に基づく事業を実施します。 

次年度（平成 27年度）では、本計画をもとに、都市基盤施設（インフラ）を含めた施設の

総合的な管理計画として、公共施設等総合管理計画の策定を行う予定です。また、平成 28年

度以降は、公共施設等総合管理計画をもとに、公共建築物（ハコモノ）及び都市基盤施設（イ

ンフラ）の個別施設の特性に応じた整備・維持管理等に関する具体的な行動内容や実施時期

等を定めた個別施設計画を策定していく予定です。 

なお、本計画については、公共施設マネジメント白書に係る施設データについて、毎年度

更新・蓄積を行うことで、施設総数・総量削減の状況、コスト縮減額や利用状況等について

検証を行うことで進捗管理し、今後の社会情勢や財政状況などを見据えながら、概ね５年ご

とに見直しを行うものとします。 
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2. 計画の推進体制

本計画の推進に当たっては、企画財政部企画課を中心に、本計画の実施や公共施設等総合

管理計画の策定に係る全体調整や、関係各課との連携による公共施設に係る継続的なデータ

管理を行っていきます。 

また、市民への情報提供を通じた情報共有・合意形成を図るとともに、実施事業の進捗管

理を行うことで、公共施設の維持管理・運営の効率化とともに、施設提供サービスの最適化

に取り組みます。 

【公共施設等の総合的かつ計画的な管理に向けた推進体制】 

庁内検討

委員会

上位計画、関連計画

（総合振興計画、各種計画等）

企画財政部 企画課

（横断的窓口セクション）

・「公共施設再配置計画」、「公共施設等総合管理計画」及び

「個別施設計画」の策定・実施に係る各種調整・情報提供

・公有財産の維持・管理に係る情報管理・各種調整

・財政課との連携による財政負担を見据えた進捗管理・見

直し検討 など

アドバイザー

（有識者）

（ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ）

関係部局

企画財政部、市民生活部、福祉部、保健部、経済環境部、

都市整備部、児玉総合支所、教育委員会、水道部 等

・管理施設に係る継続的なデータ収集・分析

・「公共施設再配置計画」及び「公共施設等総合管理計画」に基づく

個別事業・施策の実施

・「個別施設計画」の策定及び「個別施設計画」に基づく個別事業・

施策の実施

情報提供

計画策定・実施

事業に係る意見

など

反映・調整 助言・支援

データ管理・個別事

業・施策等に係る協

議・調整・助言など

ハコモノ

ﾜｰｷﾝｸﾞ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

インフラ

ﾜｰｷﾝｸﾞ

ｸﾞﾙｰﾌﾟ

施策の提案

協議・調整

庁議
報告・調整

市民懇談会

など

一般

市民

各種

団体

地域

住民

PTA

等

等
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参考資料
[参考資料１] 用語説明

新規整備 既存１１６施設の建替以外で、建物を新設すること。 

更新 既存１１６施設の建替。 

統合 複数の施設（建物、機能・用途）を１つの施設として整備すること。 

統合時 

の手法 

複合化 複数の異なった機能・用途を合わせて１つの施設として整備すること。 

集約化 同種または類似の機能・用途を合わせて１つの施設として整備すること。 

廃止 施設（建物、機能・用途）の単純廃止。 

統廃合 

・施設（建物、機能・用途）を廃止したり統合したりすること。 

・複数の施設（建物、機能・用途）を（複合化や集約化することで）１つの

施設として整備し、統合された施設（建物）は廃止すること。 

用途変更 今までの施設の機能・用途を変更し、他の施設として使用すること。 

指定管理者制度 平成 15 年９月の地方自治法改正により導入された制度で、これまでは公共

的な団体等に限定されていた公の施設の管理運営を、民間企業や NPO 法人な

ども含めた幅広い団体に委ねることが可能となった。 

この制度の活用により、民間企業や NPO 法人などがもつ様々なノウハウを公

の施設の管理運営に活用し、市民サービスの向上と経費の縮減を図ることが

期待されている。 

なお、指定管理者制度を導入しても、公の施設の設置目的は変わるものでは

なく、市には施設の設置者としての責任があるため、指定管理者に施設の管

理運営を委ねた後も、指定管理者が管理運営を適切に行っているかチェック

していく必要がある。 

PPP PPP（Public Private Partnership、官民協働）とは、公共サービスの提供

に民間が参画する手法を幅広く捉えた概念で、民間資本や民間のノウハウを

活用し効率化や公共サービスの向上を目指すもの。 

PFI PFI(Private Finance Initiative)とは、公共施設等の事業計画から設計、

資金調達、建設、運営、維持管理など、事業実施に関わる一連のプロセスの

全部または一部を対象として長期包括的に民間部門に委ね、民間部門の資金

調達能力、技術的能力、経営能力など多様なノウハウを活用し、最適な官民

の協働によって財政負担の縮減や、良質低廉な公共サービスの提供を目指す

事業方式（民活手法）の一つ。 

「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」(PFI

法)が平成 11 年 7 月に制定されて以来、全国で 440 事業（平成 25 年度末現

在）が PFI の実施方針の公表を行っている（内閣府 PFI 推進室資料より）。 

維持管理費 光熱水費や清掃業務委託料、土地借上料など、建物等の維持管理に要した直

接的な経費であり、修繕費・改修費等を含んでいる。 

運営費 施設で提供しているサービスや実施している事業などに要した経費で、正規

職員、臨時職員などの人件費も運営費に計上している。 

なお、指定管理料などの一括の維持管理・運営に係る委託料については、便
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宜上運営費として計上している。 

更新費 対象施設（建築物）の建替に要する経費を示す。 

なお、将来更新費の推計においては、構造別の耐用年数・更新費単価を設定

し、耐用年数に到達した段階で建替に要する経費（建設工事費）を計上して

いる。 

稼働率 各施設が提供する貸室の年間の提供区分総数に対する利用区分総数の割合

を示す。 

（例：１日３区分（午前・午後・夜間）提供で年間 300日開館している貸室

が、年間 540 区分利用されている場合は、稼働率 60％（540 区分／（３区分

×300 日））となる。） 

使用料収入 各施設が提供する貸室等の利用料金による収入を示す。 

なお、会議室・ホール等の貸室の他、スポーツ施設のトレーニング室や児童

施設の一時預かり等の利用料金による収入も含む。 
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[参考資料２] 施設総量の削減率を設定する上での考え方について

１．コスト縮減の必要性 

対象施設（116 施設）を将来的に維持する場合に必要となる、今後 30 年間（平成 25 年度～

平成 54 年度）の将来更新費について、公共施設マネジメント白書で試算を行った結果、約 444

億円であり、年度平均で 14.8 億円となる（詳細は公共施設マネジメント白書参照）。 

また、対象施設の直近５年間の年当たり更新費の平均値が約 7.1 億円であることから、仮に

直近の更新費平均値と同水準の金額を 30 年間にわたり確保した場合、今後 30 年間で約 231 億

円が不足することが見込まれる。 

２．施設総量の削減率の設定 

上記を踏まえ、公共施設の将来的な維持・更新に向けては、施設総量の削減のみでなく、長

寿命化、維持管理・運営の効率化など、施設のライフサイクルコストを縮減するための様々な

取組が必要となる。 

また、本市の将来人口については、30 年後には概ね 15～20％程度の減少が見込まれている※

ことから、納税者であり公共施設の利用者である市民の将来的な減少に合わせて、公共施設に

係るコストや保有量も概ね同程度の水準に縮減していく視点が必要と考えられる。 

※国立社会保障・人口問題研究所の将来人口推計では、本庄市の平成 52年の人口は 65,186 人。 

 （出典：日本の地域別将来人口（平成 25年３月推計）、国立社会保障・人口問題研究所）） 

→平成 26 年 1 月時点の本庄市人口 79,873 人（住民基本台帳人口）と比較して、約 18％減と

なる。 

これらを踏まえ、施設総量の削減率については、今後 30 年間で 15％（約３万㎡）を削減す

ることを目標に設定する。 

なお、施設総量の削減率（15％）については、次頁に示す試算結果も参考に設定を行った。 

【目標設定の見直しについて】 

・本計画は 30年と計画期間も長く、その間に社会情勢や財政状況などの変化が予想される。目

標設定についても、施設総量削減の実施状況の把握や将来的な財政負担推計の再精査などを

実施し、必要に応じて適宜見直しを図っていくものとする。 

◆今後 30年間で不足するコスト 

＝（年当たりの更新費（14.8 億円）－H21 年度～H25 年度の更新費実績値の平均値（7.1

億円））×30 年 

＝ 7.7 億円×30 年 

≒ 231 億円 



64 

【参考】 施設総量の削減率の試算 

参考として、長寿命化や維持管理・運営・更新の効率化によりコスト縮減を行ったケース

を想定し、施設総量の削減率の試算を行った。 

①長寿命化による今後 30年間のコスト縮減額 

◇長寿命化する施設の条件 

・床面積 500 ㎡以上（複合施設の場合は各施設合計）の施設であること 

・新耐震基準施行後に建築された施設であること、又は耐震改修済（予定）であること 

・鉄骨鉄筋コンクリート造、鉄筋コンクリート造を主たる構造とする施設であること 

→長寿命化の対象として 34 施設（149,967 ㎡）を想定（別表参照） 

◇大規模改修、更新年数の設定 

・建築時より 35 年後に長寿命化のための大規模改修、70 年後に更新 

・現時点で、建築時より 36 年以上、70 年未満の施設については、今後 10 年間で均等に

大規模改修を行うと仮定する。 

◇大規模改修費単価の設定 

・鉄骨鉄筋コンクリート造：更新費単価（300 千円／㎡）、大規模改修費単価※（180 千円／㎡）

・鉄筋コンクリート造：更新費単価（270 千円／㎡）、大規模改修費単価※（160 千円／㎡）

※大規模改修費単価は、更新費単価（本庄市公共施設マネジメント白書により設定）の概

ね６割程度とすることが一般的とされており、ここでは 60%として設定する。 

・長寿命化を実施することにより、今後 30年間の更新費は約 444 億円から約 138 億円に縮

減する。 

・長寿命化のために大規模改修を実施することにより、今後 30年間で約 229 億円の大規模

改修費が必要となる。 

＝長寿命化による今後 30年間のコスト縮減額（約 444 億円[今後 30 年間の更新費] － 約

138 億円[長寿命化を実施した際の今後 30 年間の更新費]：約 306億円）－ 長寿命化の

ための今後 30年間の大規模改修費（約 229 億円） 

≒77 億円 

②維持管理のあり方の見直しによるコスト縮減額

・施設の維持管理のあり方を見直し、予防保全の導入など計画的かつ効率的に管理するこ

とや、今後の延床面積の削減による効果を考慮し、今後 30 年間の維持管理・運営費の 5%

縮減が見込めるものと想定する。 

＝今後 30年間の維持管理費（約 357 億円※）× 維持管理費の縮減率（5％） 

≒18 億円 

※今後30年間の維持管理費は本庄市公共施設マネジメント白書の将来コスト推計による概

算値 
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③運営のあり方の見直しによるコスト縮減額

・施設の運営のあり方を見直し、ＰＰＰ手法を積極的に導入することや、今後の延床面積

の削減による効果を考慮し、今後30年間の運営費の10％縮減が見込めるものと想定する。

＝今後 30年間の運営費（約 295 億円※）× 運営費の縮減率（10％） 

≒30 億円 

※今後30年間の運営費は本庄市公共施設マネジメント白書の将来コスト推計による概算値 

④更新のあり方の見直しによるコスト縮減額 

・施設の更新時にＰＰＰ手法を導入する等により更新費の 15％縮減が見込めるものと想定

する。 

＝長寿命化を実施した際の今後 30年間の更新費（約 138 億円）× 更新費の縮減率（15％）

≒21億円 

◆①～④の各取組によるコスト縮減額を考慮しても今後 30年間で不足するコスト

 ＝今後 30 年間で不足するコスト（約 231 億円）－ ①～④の各取組によるコスト縮減額

（①約 77億円＋②約 18億円＋③約 30億円＋④約 21億円） 

 ≒85 億円 

◆削減すべき施設量（㎡）及び削減率 

○削減すべき施設量（㎡） 

＝①～④の各取組によるコスト縮減額を考慮しても今後 30年間で不足するコスト（約 85

億円）／ 更新費単価（270 千円※） 

≒31,481 ㎡ 

※更新費単価は、施設割合の多い鉄筋コンクリート造の設定値とする。 

○施設量の削減率 

  ＝削減すべき施設量（31,481 ㎡）／ 対象施設の総延床面積（198,790 ㎡） 

≒15.8％ 

【補足：長寿命化によるコスト縮減効果について】 

・長寿命化の効果により今後 30 年間の更新費は抑えることができるが、これは長寿命化によ

って建替時期が延伸されることに伴う「財政負担の平準化」による影響が大きいことに留

意する必要がある。 
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（別表）試算において長寿命化の対象とした施設 

施設種別
施設
番号

施設名称 竣工年月 築年数
耐震
診断

耐震
改修

構造
延床面積
(㎡)

(1)公民館 1-2 児玉中央公民館 平成7年10月 19 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造 1,110
3-1 市民文化会館 昭和55年11月 34 済 済 鉄筋コンクリート造 5,716
3-2 児玉文化会館（セルディ） 平成7年10月 19 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造 3,158
4-3 若泉運動公園武道館 昭和61年3月 28 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造・一部鉄筋コンクリート造 1,236
4-4 市民球場 平成6年3月 20 － － 鉄筋コンクリート造・一部鉄骨造 1,176
4-5 本庄総合公園体育館（シルクドーム） 平成13年12月 13 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造 7,521
4-6 児玉総合公園体育館（エコーピア） 平成15年4月 11 － － プレキャストプレストレスト・鉄筋コンクリート造 4,439
6-1 図書館 昭和56年7月 33 済 未 鉄筋コンクリート造 2,599
6-2 図書館児玉分館 平成7年10月 19 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造　一部鉄筋コンクリート造 409
8-2 本庄西中学校 昭和57年3月 32 済 済 鉄筋コンクリート造　他 7,858
8-3 本庄南中学校 昭和58年3月 31 － － 鉄筋コンクリート造　他 10,565
8-4 児玉中学校 平成21年7月 5 － － 鉄筋コンクリート造　他 9,543
8-5 本庄東小学校 昭和60年3月 29 － － 鉄筋コンクリート造　他 8,657
8-6 本庄西小学校 昭和53年8月 36 済 済 鉄筋コンクリート造　他 6,992
8-7 藤田小学校 昭和53年3月 36 済 済 鉄筋コンクリート造　他 4,271
8-8 仁手小学校 昭和59年3月 30 － － 鉄筋コンクリート造　他 3,180
8-9 旭小学校 昭和46年4月 43 済 済 鉄筋コンクリート造　他 4,771
8-10 北泉小学校 昭和49年3月 40 済 済 鉄筋コンクリート造　他 5,201
8-11 本庄南小学校 昭和50年5月 39 済 済 鉄筋コンクリート造　他 5,680
8-12 中央小学校 昭和54年6月 35 済 済 鉄筋コンクリート造　他 7,409
8-13 児玉小学校 昭和49年7月 40 済 済 鉄筋コンクリート造　他 5,784
8-14 金屋小学校 昭和61年7月 28 － － 鉄筋コンクリート造　他 3,734
8-15 秋平小学校 平成4年2月 22 － － 鉄筋コンクリート造　他 3,059
8-16 共和小学校 平成元年3月 25 － － 鉄筋コンクリート造　他 4,024

(9)保健・福祉
　 関連施設

9-5 老人福祉センターつきみ荘 昭和58年5月 31 － － 鉄筋コンクリート造 1,403

(10)保育所 10-4 久美塚保育所 平成10年2月 16 － － 鉄筋コンクリート造 887
(11)児童施設 11-2 日の出児童センター 昭和59年3月 30 － － 鉄筋コンクリート造 515

12-1 市役所 平成4年8月 22 － － 鉄骨鉄筋コンクリート造 11,870
12-2 児玉総合支所第二庁舎 昭和53年9月 36 未 未 鉄筋コンクリート造 1,297
14-4 泉町市営住宅 昭和59年3月 30 － － 鉄筋コンクリート造 4,074
14-5 小島第二市営住宅 昭和62年4月 27 － － 鉄筋コンクリート造 3,571
14-6 日の出市営住宅 平成2年3月 24 － － 鉄筋コンクリート造 823
14-7 小島第一市営住宅 平成3年1月 23 － － 鉄筋コンクリート造 2,596
14-8 東台市営住宅 平成6年9月 20 － － 鉄筋コンクリート造 4,839

149,967

(14)市営住宅

合計

(3)文化施設

(4)スポーツ
   施設

(6)図書館

(8)学校

(12)庁舎等
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[参考資料３] 市民ワークショップについて

本計画の検討に当たって、グループワーク等を通じて、公共施設の今後のあり方に関する

市民意見を幅広く把握するため、市民ワークショップを行いました。以下にその主な結果を

示します。 

１．市民ワークショップの概要 

 検討テーマ：「これからの公共施設のあり方を考えよう」 

 参加者  ：20 名 

（公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会の構成団体からの推薦、市広報・ホーム

ページによる公募） 

＜開催日程と各回テーマ＞ 

 開催日程 各回テーマ 

第１回 平成 26 年９月 26 日（金） 

10 時～12 時 

（出席者：16名） 

①本庄市の公共施設の良い点・悪い点 

②公共施設の今後のあり方 

第２回 平成 26 年 10 月 24 日（金） 

10 時～12 時 

（出席者：14名） 

①学校施設の複合化をテーマとして、複合施設

に導入が期待される機能・複合化に当たって

の課題 

②学校施設の複合化のあり方 

＜第１回市民ワークショップ＞       ＜第２回市民ワークショップ＞ 
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２．第１回市民ワークショップの結果（主な意見） 

■公共施設の良い点

• 公共施設（公民館等）の利用しやすさ
（予約がとりやすい、利用料金が安い

など） 

• 地域活動が多く高齢者の方が生き生
きと利用している 

• 防災施設、文化財施設、学校が比較的
充実している 

• 立地バランスがよい 
  （広域に分散して配置されている） 

■公共施設の悪い点 

• 施設の重複 
（合併に伴い同目的の施設が多い） 

• 施設の老朽化 

（市営住宅、公民館など） 

• 設備等が不十分 

  （水まわり、トイレ、空調、バリアフ

リー対応、駐車場不足） 

• 運営サービスが不十分 

（市の方向性のＰＲ、予約方法がわか

りにくい） 

• 公民館などの稼働率が低い 

■公共施設の今後のあり方 

• 施設の統廃合 
（不要な施設の削減） 

• 安全性確保や老朽化対応 

  （補強等による既存施設の活用、避難所や防災機能の確保） 

• 学校の有効活用 

  （公民館等との複合化、空き教室の積極的活用） 

• 市としての魅力向上 

（人口増への対応、市の文化のＰＲ、本庄早稲田駅周辺の活用） 

• 管理運営の効率化 

（指定管理者制度、予約システムのＩＴ化・一元化、利用料金の適正化） 
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３．第２回市民ワークショップの結果（主な意見） 

■複合施設に導入が期待される機能 

• 地域交流機能 
（公民館、交流センター、多目的ホー

ルなど） 

• 多世代交流機能 
（児童センター、学童保育、高齢者福

祉施設、障害者との交流など） 

• 児童減少に伴う学校の統合 
• 既存の諸室の活用 
（調理室、談話室、図書室、生涯学習

室など） 

• 文化機能 
（ギャラリー、郷土・歴史資料館、文

化館など） 

■複合化に当たっての課題・留意点 

• セキュリティ面 
（入館管理、動線・利用時間の区分、

駐車場の管理・安全性など） 

• アクセス面 
（通学や利用者範囲が広がることへ

の対応、駐車場の確保など） 

• 利用面 

（利用料金の有無、受益者負担、防音

対策、利用者のモラルなど） 

• バリアフリー対応 

（トイレ・手摺の改修など） 

■学校施設の複合化のあり方 

• 学校を核とした地域コミュニティの構築 
（地域の財産である学校を地域コミュニティの拠点として活用） 

• 多世代交流・生涯学習の場として活用 
（地域の多世代交流の拠点として活用、児童・生徒と利用者との交流） 

• 地域の防災拠点として活用 
（避難所としての機能確保） 

• 学校としての機能確保 
（学校機能の確保を優先する） 

• セキュリティの確保 

（入口や動線の区分、受付などでの入館管理） 

• 統合後の未利用地の活用 

（複合化により統合された施設・土地の売却など） 

• 管理運営の効率化 

（各種組織の協力による運営委員会の設置、シルバー人材センターの活用など） 
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[参考資料４] 平成２６年度 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会

【平成 26年度 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 委員名簿】 

NO. 団体 役職 氏名 

1 本庄市議会 議長 飯塚 俊彦 

2 本庄市議会 副議長 粳田 平一郎 

3 本庄市自治会連合会 会長 入 利雄 

4 本庄市自治会連合会 会長代行 奥原 喜一郎 

5 本庄市コミュニティ協議会 会長 河田 重次 

6 本庄市民生委員・児童委員協議会 理事 樋口 賴正 

7 本庄市民生委員・児童委員協議会 理事 今井 勝子 

8 本庄市老人クラブ連合会 副会長 須藤 成光 

9 本庄市老人クラブ連合会 監事 鈴木 隆治 

10 本庄市婦人会 会長 明堂 純子 

11 本庄市ＰＴＡ連合会 理事 山田 康博 

12 本庄市公民館運営審議会 委員長 瀨山 四郎 

13 本庄市図書館協議会 副委員長 永尾 路子 

14 本庄市小中学校校長会 会長 富丘 敦 

15 本庄市身体障害者福祉会 会長 種村 朋文 

16 本庄商工会議所 専務理事 内田 睦夫 

17 児玉商工会 会長 江原 貞治 

18 埼玉ひびきの農業協同組合 常務理事 小賀野 昇 

19 本庄市観光協会 会長 髙橋 福八 

20 本庄市児玉郡医師会 理事 清水 由紀夫 

21 児玉都市広域消防本部 庁舎建設室長 青木 光蔵 

【平成 26年度 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 アドバイザー】 

所属 役職 氏名 

早稲田大学 理工学術院 創造理工学部 建築学科 教授 小松 幸夫 
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【平成 26年度 公共施設再配置・複合施設機能検討懇談会 開催状況】 

回数 開催日 意見交換内容 

第１回 平成 26 年６月 20 日 (１)本庄市公共施設マネジメント白書について（報告） 

(２)公共施設再配置計画の概要及び進め方について 

(３)市民アンケート調査について 

第２回 平成 26 年８月 25 日 (１)市民アンケート実施概要（速報）について 

(２)公共施設再配置計画に係る基本方針（案）について 

(３)ケーススタディの検討ケース（案）について 

第３回 平成 26 年 12 月８日 (１)公共施設再配置計画（案）について 

第４回 平成 27 年２月 17 日 (１)パブリックコメントの実施結果について 

(２)公共施設再配置計画（案）について 
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[参考資料５] 本庄市公共施設再配置計画検討委員会

【本庄市公共施設再配置計画検討委員会 委員構成】 

区分 所管課 

委員 企画課 健康推進課 総務課 

財政課 介護いきがい課 教育総務課 

市民活動推進課 商工課 生涯学習課 

危機管理課 農政課 文化財保護課 

障害福祉課 都市計画課 体育課 

子育て支援課 営繕住宅課 図書館 

【平成 25年度 本庄市公共施設再配置計画検討委員会 開催状況】 

回数 開催日 議  題 

第１回 平成 25 年７月 29 日 (１)公共施設マネジメント白書作成及び再配置計画策定の概

要及び進め方について 

(２)公共施設が抱える課題等についての意見交換 

第２回 平成 25 年 12 月 26日 (１)公共施設の現況について 

(２)再配置計画策定に向けた公共施設マネジメント白書作成

に当たっての視点について 

第３回 平成 26 年２月 21 日 (１)公共施設の実態把握・分析について（施設種別・地域別）

第４回 平成 26 年３月 20 日 (１)公共施設マネジメント白書（案）について 

【平成 26年度 本庄市公共施設再配置計画検討委員会 開催状況】 

回数 開催日 議  題 

第１回 平成 26 年５月 28 日 (１)公共施設再配置計画（今年度検討）の概要及び進め方に

ついて 

第２回 平成 26 年７月 22 日 (１)公共施設再配置計画に係る基本方針（案）について 

(２)ケーススタディの検討ケース（案）について 

第３回 平成 26 年８月 11 日 (１)公共施設再編方針に係る基本方針（案）について 

(２)施設種別方針（案）について 

(３)市民アンケート実施概要について 

第４回 平成 26 年 10 月 30日 (１)基本方針（案）について 

(２)施設種別方針（案）について 

(３)ケーススタディの検討経過について 

第５回 平成 26 年 11 月 20日 (１)公共施設再配置計画（案）について 

(２)施設種別方針（案）について 

第６回 平成 27 年２月 23 日 (１)パブリックコメントの実施結果について 

(２)公共施設再配置計画（案）について 





第3回懇談会の主な意見
ﾍﾟｰｼﾞ
(資料1）

修正箇所 修正前 修正後 修正内容

P.2 ２．目標年次 ～を見据えながら適宜見直しを ～見据えながら概ね５年ごとに 計画の見直し時期について明記する。

P.58 １．推進行程 －

なお、本計画については、公共施設マネジメント
白書に係る施設データについて、毎年度更新・
蓄積を行うことで、施設総数・総量削減の状況、
コスト縮減額や利用状況について検証を行うこ
とで進捗管理し、今後の社会情勢や財政状況な
どを見据えながら、概ね５年ごとに見直しを行う
ものとします。

計画の進捗管理について明記する。

P.59 ロードマップ － 差し替え
各計画の位置づけ、今後の進捗等を分かりや
すくしたロードマップに差し替える。

P.33 施設種別方針（スポーツ施設）　６つめ ・
市民体育館は、今後のあり方について、施設
の廃止を含めて検討する。

市民体育館は、施設を廃止する。
現時点で方向性が決まっている施設について
明記する。

P.53 施設種別方針（市営住宅）　１つめ ・ ～必要な場合は存続について検討する。 ～必要な場合は廃止について検討する。 〃

P.53 配置の考え方（市営住宅）　１つめ ・
木造の市営住宅は、施設の廃止を含めて検
討する。

木造の市営住宅は、施設の廃止を進める。 〃

P.45 更新時の方向性（保育所）　１つめ ・
現状の延床面積から削減することを基本とす
る。

現状の延床面積から削減することを基本としつ
つ、民間保育所の配置状況等を考慮し、必要に
応じて適正規模で整備する。

子育て関連施設について、更新時の方向性と
して、民間の状況や市民ニーズ等を考慮し、
適正規模で整備する方針へ変更。

P.47 更新時の方向性（児童施設）　１つめ ・
現状の延床面積から削減することを基本とす
る。

現状の延床面積から削減することを基本としつ
つ、必要に応じて適正規模で整備する。

〃

【今後の施設維持について】

・公共施設の中でも削減が難しいもの（防災施設
等）や、今後力を入れるべき施設（子育て・高齢
者関連施設等）があるため、こういった施設をど
う工夫して維持するかが重要ではないか。

P.20 ３．取組方針①　３つめ・
～複合化・集約化を図り、床面積を縮減するこ
とを基本とする。

～複合化・集約化を図り、必要な機能を維持し
つつ床面積を縮減することを基本とする。

床面積を削減することを基本とするが、複合
化等による工夫により、必要な機能を維持す
る。

【子育て関連施設、子育て支援に関する考え方
について】

・子育て関連施設（保育所、児童施設）につい
て、本庄市では子育て支援に今後力を入れてい
くという大方針がある中で、施設を何でも削減す
るというのはいかがなものか。

公共施設再配置計画（案）の主な修正箇所　（第3回懇談会の意見反映箇所）

【計画の推進体制、進捗管理について】

・今後、維持管理費等の削減を進めるにあたり、
チェックする仕組みを考えるべきではないか。

【総量削減に向けた具体的取り組みについて】

・施設の15%削減に向けてなるべく具体的に施設
を示すべきではないか。

資料２



No. 修正ページ 修正箇所 修正前 修正後 備考

1 P.4
(13)防災施設　消防団第二分団第一部
器具置場　竣工年月

平成13年 昭和56年

第二分団第一部器具置場
は、昭和56年に譲渡され、供
用が開始された。建築年不明
のため、昭和56年度を便宜
上建築年とする。文言修正。

2 P.5 (1)の表外注釈 －
※本計画における対象施設に係るデータは、公共施設マネジメント白書
を基本としています。

No6の修正により、注釈の追
加。

3 P.12 ＜算定条件＞
・ 更新費：建物が耐用年数に到達した段階で建替・改築に係る経費を
算入。なお、推計初年度以前に耐用年数を経過していた場合は、推計
初年度（平成25年度）を建替・改築時期として計上。

・ 更新費：建物の構造別に更新費単価※1を設定し、建物が耐用年数※2
に到達した段階で、同規模の施設を更新するものとして計上する。 建
替・改築に係る経費を算入。なお、推計初年度以前に耐用年数を経過し
ていた場合は、推計初年度（平成25年度）を更新 建替・改築時期として
計上する。

※１　更新費単価は、複数市町村の公共施設建設の実績（建設工事
費）における構造別の㎡当たりの単価を参考に、本市の実情を踏まえ設
定。
※２　耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用
年数を目安として、構造別に設定。

文言修正。

4 P.12 ＜算定条件＞

・ 耐用年数は、「減価償却資産の耐用年数等に関する省令」の耐用年
数を目安として、構造別に設定。
・ 将来更新費は、建設単価等を参考に、建物の構造別に延床面積当た
りの単価を設定した上で、各施設の更新年度に応じた更新費を計上す
ることで算定。

削除。
No.3の修正により、文言削
除。

5 P.13
施設の維持・運営及び将来更新費の見
通し（平成２５年度～平成５４年度）グラ
フ

表題：施設の維持・運営及び将来更新費の見通し（平成２５年度～平成
５４年度）

表題：施設の将来的な維持管理・運営及び 将来更新費の見通し（平成２
５年度～平成５４年度）

文言修正。

6 P.26～各該当箇所 1)施設の概要　築年数 築年数（H26.3現在) 削除

築年数はH26.3現在（基準日）
ではなく、年単位（基準年中
に築何年になるか）での築年
数を標記しているため。P.5に
注釈追加。

7 P.50 【施設種別の課題】 築後30年以上経過している消防団器具置場（９施設）の… 築後30年以上経過している消防団器具置場（ ９10施設）の…
No1の修正により、文言修
正。

8 P.51 施設種別方針（防災施設） ～老朽化が進行している消防団器具置場（９施設）について～ ～老朽化が進行している消防団器具置場（ ９10施設）について～
No1の修正により、文言修
正。

9 P.51 欄外注釈 ※消防団第一分団器具置場、…消防団第一分団第二部器具置場
※消防団第一分団器具置場、…消防団第一分団第二部器具置場、消
防団第二分団第一部器具置場

No1の修正により、文言修
正。

10 P.52 【施設位置図（市営住宅）】 15-1、15-2、15-3… 14-1、14-2、14-3…
図面中の施設No.の誤表記の
ため修正。

11 P.61 用語説明　維持管理費
また、施設種別の実態把握・分析では、施設別のコストの調査結果に基
づいて、平成22年度から平成24年度の平均額を表記している。

削除
文言削除。再配置計画に施
設種別の実態把握・分析は
存在しない。

12 P.61 用語説明　運営費
また、施設種別の実態把握・分析では、施設別のコストの調査結果に基
づいて、平成22年度から平成24年度の平均額を表記しています。

削除
文言削除。再配置計画に施
設種別の実態把握・分析は
存在しない。

13 P.62 用語説明　更新費

対象施設（建築物）の建替（再整備）に要する経費を示す。
なお、将来更新費については、構造区分別の耐用年数・更新費単価を
設定し、竣工年数より耐用年数に到達した段階で建替に要する経費を
計上している。

対象施設（建築物）の建替 （再整備）に要する経費を示す。
なお、将来更新費の推計に つおいては、構造区分別の耐用年数・更新
費単価を設定し、 竣工年数より耐用年数に到達した段階で建替に要す
る経費（建設工事費）を計上している。

文言修正。

公共施設再配置計画（案）修正箇所（文言整理等その他修正箇所）



（案） 

「本庄市公共施設再配置計画」（案）に対する意見と市の考え方 

本庄市公共施設再配置計画計画（案）に対するパブリックコメントを実施したところ、

貴重なご意見をいただきありがとうございました。 

  提出された意見と市の考え方を以下のとおり公表いたします。 

１ 意見等の募集期間：平成２７年１月１３日(火)～平成２７年２月１２日(木) 

２ 意見等の受付人数：１人 １件（提出方法の内訳：電子メール１人） 

３ 提出された意見等および市の考え方 

提出された意見 
提出された意見に対する 

市の考え方 
修正内容 

【55 ページ】（特記事項） 

旧本庄商業銀行煉瓦倉庫は、指定管

理者などを活用して、例えば煉瓦の概

観を活かしたイタリアンレストランな

どの商業施設や、交流施設の一部とし

て再生したらどうか。 

 中心市街地の活性化に向けて有効活

用していただきたい。 

旧本庄商業銀行煉瓦倉庫の活用方法

につきましては、保存活用検討委員会

や意見交換会、シンポジウム等を開催

し、市民や研究者等の意見を聴取しな

がら検討を重ねた結果、現在は歴史的

遺産として保存するとともに、内部に

ついては、ホールや展示等に使用でき

る多目的な交流スペース、インフォメ

ーションスペース等を設置し、市民交

流施設として活用することを想定して

おります。

今後も市民の皆様の意見等を伺いな

がら、中心市街地の活性化に向けてよ

り具体的な活用方法を検討してまいり

たいと考えております。

ご意見による

修正はござい

ません。 

資料３



- 1 -

平成２７年度の取組とインフラの現状について 

１．平成２７年度の取組 

平成 27 年度は、今年度策定する公共施設再配置計画に、都市基盤施設（インフラ）
を含めた施設の総合的な管理計画として、公共施設等総合管理計画の策定を行う予定

です。

参考資料１
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２．本庄市の主要インフラの概況

■道路（平成 26 年 4 月 1日現在）

市道整備状況 区域別

延長 １，０９１．３７ｋｍ
本庄：579,096.95m 
児玉：512,269.11m

面積 ４，８８９，９７０．１４㎡

舗装済 ６９９．７５ｋｍ
本庄：444,944.32m 
児玉：254,803.94m

未舗装 ３９１．６２ｋｍ
本庄：134,152.63m 
児玉：257,465.17m

舗装率 ６４．１２％

改良済 ４５８．８５ｋｍ
本庄：221,865.92m 
児玉：236,981.54m

未改良 ６３２．５８ｋｍ
本庄：357,288.49m 
児玉：275,287.57m

改良率 ４２．０４％

歩道延長 ７８．５９ｋｍ

歩道整備率 ７．２０％

■橋りょう（平成 26 年 4 月 1 日現在）

総橋数 ３１４橋

■都市計画道路（平成 26 年 4 月 1 日現在）

 区域 路線数 延長(m) 整備済延長(m)

本庄都市計画道路 ２５ ５５，３００ ３７，１６０

児玉都市計画道路 １１ １２，４９０ ５，５１０

合計 ３６ ６７，７９０ ４２，６７０

【留意事項】
 この資料は、現在確認整理中です。今後数値等も含めて変更等がある場合もあります
のでご承知おきください。
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■公園（平成 26 年 4 月１日現在）

区域 都市計画決定 種別
開設都市公園 合計

箇所数 面積(ha)

本庄地域

都市計画公園

街区公園 １２ ３．３３ 

近隣公園 １ １．３１ 

総合公園 ２ ２７．１９ 

計 １５ ３１．８３ 

都市計画未決定公園

街区公園 ５９ １１．０５ 

近隣公園 ５ ８．２３ 

緩衝緑地 ８ ４．１３ 

都市緑地 １３ １．５１ 

緑  道 １０ １．１１ 

計 ９５ ２６．０３ 

小計 １１０ ５７．８６ 

児玉地域

都市計画公園

街区公園 ３ ０．５３ 

地区公園 １ ２．０３ 

計 ４ ２．５６ 

都市計画未決定公園

街区公園 １１ １．４５ 

近隣公園 ３ ４．４７ 

総合公園 １ ８．０２ 

計 １５ １３．９４ 

小計 １９ １６．５０ 

合計 １２９ ７４．３６ 

■駅前広場（平成 26 年 4月 1 日現在）

名称 所在 面積（㎡） 整備年 備考

本庄駅北口駅前広場 銀座 3-6-19 ４，７００ 平成元年 市所有 2,900 ㎡

本庄駅南口駅前広場 駅南 2-1-19 ４，０００ 平成５年

本庄早稲田駅北口駅前広場 早稲田の杜 1-1-1 ８，０００ 平成１６年
平成 23 年に現
在の形となる

本庄早稲田駅南口駅前広場 早稲田の杜 1-1-1 ３，４００ 平成２５年
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■上水道（平成 26 年 1 月現在）

施設の種別 施設の概要 

水道管 

・延長 ５４６，６５８．６ｍ 

導水管  12,154.4m 
送水管  22,211.3m 
配水管 512,292.9ｍ 

水道庁舎 ・１施設 床面積９８０．５１㎡ 

浄水場 ・５施設 床面積合計３，３４６．７９㎡ 

受水場 ・１施設 

ポンプ場 ・７施設 

配水場 ・９施設 

■下水道（平成 26 年 4 月 1 日現在）

施設の種別 施設の概要 

公

共

下

水

道

管 渠

汚水 ・延長 ２４７，６６１．６０ｍ

雨水 ・延長  ５７，７４３．１１ｍ

公共マンホールポンプ場 ８施設

農

業

集

落

排

水

処理区
５地区

（都島、田中、宮戸、牧西、滝瀬・堀田）

管 渠 ・延長  ２１，９５４．７４ｍ

ポンプ場 ６施設

処理施設 ５施設
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■体育施設（グラウンド等）（平成 26 年 4 月 1 日現在）

施設名 面積（㎡） 施設概要

若泉運動公園多目的グラウンド ４，９９４
少年サッカーコート 1面・フットサル
コート 3面、夜間照明有、人工芝

若泉運動公園グラウンド 
 ・第１グラウンド 
 ・第２グラウンド

１２,５００ 
１２,０００

野球 2面、夜間照明有 
ソフトボール 2面

若泉運動公園テニスコート 
 ・第１テニスコート 
 ・第２テニスコート

２，８５０ 
２，６００

クレーコート 4面、夜間照明有 
クレーコート 4面

北泉テニスコート １，８４９ クレーコート 3面

山王堂グラウンド(国有地) ３３，１２５ ソフトボール 4面

下仁手グラウンド(国有地) １８，３６２ ソフトボール 3面

小山川グラウンド(県有地) ４１，４７８
ソフトボール 1面、サッカー少年 3面・
大人 1面

本庄総合公園多目的グラウンド ２４，７００ ソフトボール 2面、サッカー1面

児玉総合運動公園グラウンド １０，８５６
野球 1面、ソフトボール 1面、夜間照
明有

児玉工業団地遊水池内グラウンド １９，０００
児玉工業団地内 
サッカー1面、ソフトボール 1面

児玉サッカー場 ９，７６０ 少年サッカー1面

共栄公園テニスコート １，４８３ ハードコート 2面、夜間照明有

合計 １６５，６０７


